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環境へのやさしさが、波紋のように
地球全体に広がっていくことを願う、
NTTファシリティーズの思いを表現し
ています。そして自らの環境への取
り組みも、大きく広げていこうという
姿勢の表れでもあります。また、
Ecoactivity（環境保護活動）とい
うワードで、環境に対して常に行動を
起こしている企業の活力・行動力、
真剣さを表明しています。



本書について
　本書は、2003年度にNTTファシリティーズグループが

行った環境保護活動の成果を取りまとめたものです。今回の

発行で5回目となります。作成にあたっては、「環境報告書

ガイドライン（2003年度版）」（2004年3月環境省発行）

と「事業者の環境パフォーマンス指標ガイドライン（2002

年度版）」（2003年4月環境省発行）を参考としました。対

象とした期間や分野などは次のとおりです。

発行

　2004年9月

対象期間

　2003年4月1日～2004年3月31日

対象分野

　「地球環境保護推進活動」として当社が行っている廃棄物

対策、紙資源対策、温暖化防止対策といった取り組みの報告

に加え、今年度は特に、地球環境保護のための対策事例とし

て当社の製品・サービスの最近のトピックスを紹介しまし

た。また、全国でNTTファシリティーズグループが一体と

なって進めている環境保護のための社会貢献活動についても

紹介しました。

対象範囲

　環境保護推進活動とその実績データについては、NTT

ファシリティーズの本社および首都圏事業本部・東北支店・

北海道支店・東海支店・関西事業本部・中国支店・九州支店、

NTT ファシリティーズグループとして、NTT ファシリ

ティーズエンジニアリング中央・東北・北海道・東海・関西・

中国・九州、NTTファシリティーズエフエムアシスト、NTT

インテリジェント企画開発、NTT建築総合研究所を対象と

しました。
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NTTファシリティーズエンジニアリング　各支店�
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会社概要

株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズ

(NTT FACILITIES, INC.)

東京都港区芝浦3-4-1グランパークタワー

1992年（平成4年）12月1日

124億円

6,100名

（2004年4月現在、NTTファシリティー

ズ・NTTファシリティーズエンジニアリン

グ7社合計）

1.建築物・工作物全般、電気通信・コンピュータ用電力

設備並びに情報通信システムに係わる次に掲げる業務

(1)設計、監理及び工事の請負

(2)保守、維持管理及び修繕

(3)コンストラクションマネジメント（発注主代理に

よる建設プロジェクトの管理、調整）

(4)清掃、害虫駆除及び環境測定

(5)調査及び研究開発

(6)設備機器の開発、販売及び賃貸

(7)ソフトウェアの開発、製作、販売及び賃貸

(8)一般・産業廃棄物の収集・運搬・処理

2.次に掲げる事項に係わる企画及びコンサルティング

(1)不動産、電気通信・コンピュータ用電力設備及び情

報通信システム

(2)不動産、建築設備、インテリア及び建築物の利用環

境等に関する経営管理活動（ファシリティマネジメ

ント）

(3)環境改善及び環境保全

3.地域開発並びに都市開発に係わる企画、コンサルティ

ング及び設計

4.不動産並びに電気通信・コンピュータ用電力設備に係

わる売買、交換、賃貸、管理及び仲介

5.事務用機器、情報通信機器、什器備品、室内装飾品等

の販売及び賃貸

6.警備業務

7.駐車場の管理運営業務

8.自家用発電装置・冷暖房装置並びにそれに係わる電

気、熱源供給システムの開発、設計、監理、保守、販

売、賃貸及び工事の請負

9.コージェネレーションシステム（電気・熱併給発電シ

ステム）等による電気供給事業及び熱源供給事業

10.損害保険代理店業務

11.不動産鑑定業務

12.前各号に付帯関連する一切の業務

事業内容

0・�
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300,000・�

2000 2001 2002 2003 （年度）�

（百万円）�

265,903 257,777
236,028 232,717

売上高の推移＊

＊NTTファシリティーズ単体。なお、2002年度の数値には2002年5月の
新グループ体制発足にともなう事業範囲や組織の変更が反映されている。

株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズエンジニアリング 中央

株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズエンジニアリング 東北

株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズエンジニアリング 北海道

株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズエンジニアリング 東海

株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズエンジニアリング 関西

株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズエンジニアリング 中国

株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズエンジニアリング 九州

株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズ エフエムアシスト

エヌ・ティ・ティ・インテリジェント企画開発株式会社

株式会社 エヌ・ティ・ティ・建築総合研究所

経営ビジョン「Forward2012」

私たちは、社員一人ひとりの責任ある行動を基盤に、お客

様満足の向上に努めるとともに、最良のファシリティソ

リューションをとおして豊かな社会と地球環境の形成に貢献

しています。「Forward 2012」は、創立10周年を迎えた

2002年度に、今後10年を「第2発展期」と位置付け、事

業環境の変化を踏まえて作成した新経営ビジョンです。「こ

れからの時代に希望を持ち、自らの手で新たな発展を切り拓

いていく行動力」「つねに新しい価値の創造にチャレンジす

る能動的な活動」によって、夢に向かって“ Forward ”（前

進）しようという、さらなる決意を表したものです。ファシ

リティの機能性・効率性の向上といった従来の事業領域にと

どまらず、土地・建物などの資産価値の最大化や自然環境と

の調和を促すファシリティバリューを創出するため、新たな

ソリューションの提供を展開していきます。

一人ひとりが自信と責任を持って行動し、お客様の信頼と期待に応えます。

創造的な企業文化を育み、お客様満足の向上に努め、ファシリティソリューションのリーディングカンパニーを目指します。

最良のファシリティソリューションをとおして、豊かな社会と地球環境の形成に貢献します。

グループ理念

ビジョンスローガン

Best Partner for your Value
(Best Partner)  長期的な信頼関係をとおしたお客様にとっての最良のパートナー

(for your)  常にお客様の立場で
(Value)  ファシリティ、ビジネス、社会に関わるあらゆる価値創造に貢献

環境・エネルギー
ソリューション
将来の地球環境の保全
に向けて、エネルギー
の有効利用や自然との
調和など、環境負荷の
軽減と環境問題の解決
に努めます。

ビジョン実現のための
ソリューション

ファシリティ・
エンジニアリングソリューション
先進の IT・エネルギー・建築技術
の融合によって、未来の空間・都
市・環境を創造します。

ファシリティ・
パフォーマンスソリューション
FM（ファシリティマネジメン
ト）のノウハウを進化させ、建
物・施設のリニューアル・再生に
よる有効活用、効率的なビジネ
スアウトソーシングなど、新た
な価値の向上を提案します。

ファシリティ・
サポートソリューション
IT 社会におけるファシリ
ティの維持や保守の最適
化を図るとともに、将来
にわたりファシリティの
機能やライフサイクル価
値の向上を図ります。

企画 設計

建設

運用

メンテナンス

ビジネス
　コンサル

ファイナンス
コンサル IT

エネルギー 建築



 E
nviro

n
m

en
tal P

ro
tectio

n
 A

ctivity R
ep

o
r t 2004

54

②環境保護における�
地域貢献�

③最先端の�
環境技術の研究開発�

①NTTグループ�
地球環境憲章�

　NTTグループ・エコロジー・コミュニティ・プラザ

　広域エコロジー・コミュニティ形成への
貢献

グローバル・エコロジー・コミュニティ形成へ
の貢献

NTTグループの一翼を担う私たちは、NTTグループの掲げる基本方針
を通じて環境保護に対する課題を認識し、事業を推進しています。

環境保護理念

　NTTファシリティーズグループは、

豊かな情報環境をクリエイトする総合エンジニアリング・サービス企業として、

「快適で信頼性の高い情報環境を整備・創造することで広く社会の高質化に寄与する」

との企業理念に基づき、人類が自然と調和し、

未来にわたり持続可能な発展を図るため地球環境の保護に向けて

全社を挙げて取り組んでまいります。

1. 地球環境保護に寄与するエンジニアリング・サービスの提供�

開発力�
技術力�
ノウハウ�
�

環境・エネルギー分野に�
おける研究開発�
�

地球にやさしい総合エンジニアリング�
サービスの提供�
�

PR活動�
�

省資源�
省エネルギー�

クリーンエネルギー�
有害物質�

廃棄物処理対策�
�

環境汚染の�
未然防止�
環境リスクの低減�
�

紙資源対策�
温暖化防止対策�
廃棄物対策�

�

2. 企業責任としての環境保護推進�
�

環境監査の実施�
�

社員教育の徹底�
�

日常的な環境保護活動�
�

環境レポートなどの作成�
�

3. 社会活動への参画・支援�

�

活動の連携・支援�
情報公開�

　当社が培ってきた研究開発
力、技術力、ノウハウを社会に
提供し、地球環境の向上に貢
献します。�
�

　全社的な環境マネジメント
システムの構築により自主的
な環境保護に取り組み、環境
汚染の未然防止と環境リスク
低減の推進を図ります。�
�

地球環境の�
向上�

企業責任�
としての�

環境保護推進�
�

　企業の社会貢献として、地
域住民、行政等と連携した、日
常的な環境保護活動への参画・
支援を行うとともに、環境報
告書の公開により社内外との
コミュニケーションを図ります。�

社会貢献の�
推進と�

コミュニケーション�
の充実�
�

基本方針

基本理念

私たちの環境活動の基本となる考え方として、地球

環境保護基本理念と基本方針を1996年度の地球環

境保護推進委員会で定めました。その後、「NTT グ

ループ・エコロジー・プログラム21」「NTTグルー

地球環境保護基本理念

プ地球環境憲章」の制定を受けて1999年12月の地

球環境保護推進委員会において見直しを行い、将来に

わたって持続可能な発展を図るため、地球環境の保護

が重要であるという点を明確にしました。

NTTグループ・エコロジー・プログラム21

NTTグループでは、21世紀に向け環境保全が地球規模で

取り組むべき課題であるという認識に立ち、「NTTグルー

プ・エコロジー・プログラム21」と名付けた基本方針を策

定しました。この基本方針に沿ってグループを挙げて課題に

取り組み、地域を出発点に、グローバル・エコロジー・コミュ

ニティの形成に向けて貢献していきます。

1．グループ内の意識統一

NTTグループとして環境保護に取り組む基本姿勢として

制定します。

これに基づくNTTグループ主要行動計画目標（基本プロ

グラム）を元に各種施策を実行し、企業責任として、2010

年を目標として紙資源の節約、CO2の排出・廃棄物などの削

減に向けた取り組みを行います。

2．地域コミュニティへの貢献

地域に根ざした多彩で多様なNTTグループ環境保護活動

を展開します。

このための拠点として地域コミュニティ形成に貢献するこ

とを目的とした「NTTグループ・エコロジー・コミュニティ・

人類が直面している地球温暖化、オゾン層破壊、熱帯林の減少、砂漠化、酸性雨、海

洋汚染などの深刻な地球環境破壊は、これまでに築き上げてきた社会システムに起因し

ており、企業の事業活動がこれに密接に関わっていることを深く認識する必要がある。

企業として、将来の世代に禍根を残さないよう持続可能な発展に向けて真摯な姿勢で

事業活動と地球環境保護を両立させなければならない。かかる基本認識に立ち、ここに

これら地球環境問題に対するNTTグループとしての基本理念と、具体的取り組みを方向

づけるための基本方針を明示する「NTTグループ地球環境憲章」を定める。

［基本理念］

人類が自然と調和し、未来にわたり持続可能な発展

を実現するため、NTTグループは全ての企業活動にお

いて地球環境の保全に向けて最大限の努力を行う。

［基本方針］

1. 法規制の遵守と社会的責任の遂行

　環境保全に関する法規制を遵守し、国際的視野に

立った企業責任を遂行する

2. 環境負荷の低減

　温室効果ガス排出の低減と省エネルギー、紙など

の省資源、廃棄物削減に行動計画目標を設定し、継

続的改善に努める

NTTグループ地球環境憲章

3. 環境マネジメントシステムの確立と維持

　各事業所は環境マネジメントシステムの構築によ

り自主的な環境保護に取り組み、環境汚染の未然防

止と環境リスク低減を推進する

4. 環境技術の開発

　マルチメディアサービス等の研究開発により環境

負荷低減に貢献する

5. 社会支援等による貢献

　地域住民、行政等と連携した、日常的な環境保護

活動への支援に努める

6. 環境情報の公開

　環境関連情報の公開により、社内外とのコミュニ

ケーションを図る

NTTグループ・
エコロジー・プログラム21の三本柱

プラザ」を設立します。そしてこの場所から環境保護活動の

情報発信と交流を進めていきます。具体的には、いくつかの

モデル支店により、地域に密着した多彩で多様な環境保護活

動を行い、その効果を検証しつつ、順次全国に展開していく

予定です。

3．最先端の情報流通技術による貢献

情報流通企業グループとして、最先端の情報流通技術による

環境負荷低減の追求と新しい生活様式の研究開発を行います。
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　NTTファシリティーズグループは、

豊かな情報環境をクリエイトする総合エンジニアリング・サービス企業として、

「快適で信頼性の高い情報環境を整備・創造することで広く社会の高質化に寄与する」

との企業理念に基づき、人類が自然と調和し、

未来にわたり持続可能な発展を図るため地球環境の保護に向けて

全社を挙げて取り組んでまいります。

基本理念
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環境保護推　 進活動�
�

NTTファシリティーズグループの環境経営�
�環境保護基本理念(| P. 4)�
�

環境保護に貢 　献する事業�

建築事業�
�
�

グリーンR&D�
(|P.24)�

�
�

建物グリ　ーン設計�
(| P. 24)�
�

研究・�
開発�
�

企画・�
計画�
�

コンサル�
ティング�
�

設　計�
�

監　理�
�

保守・�
維持管理�
�

お 客 　様�
�

サプライヤ・協力会社�
�

地域社会�
�

電力消費量 6,430 MWh�
燃料消費量 958kl�
事務用紙使用量 226ｔ�
(| P.26～27)�
�

Output�
�CO2排出量� 電力の使用に伴うもの 2,424ｔ-CO2�
　社用車の使用に伴うもの 2,270ｔ-CO2�
廃棄物総排出量 280ｔ�
(| P.26～27)�
�

リサイクル量　156ｔ�
（リサイクル率 56%）�
(| P.27)�
�

Input

社会とのコミュニケーション�
�広報活動　社会への貢献�
(| P. 28～29)     (| P. 30～35)�
�

製品とサービ　 スの提供�
(| P. 8～19)  

グリーン調達�
(| P. 25)�
�

社員教育・�
社内コミュニケーション�

 �
�

事務用紙節減対策�
(| P. 26)

温暖化防止対策�
 (| P. 26) 

廃棄物対策�
(| P.27)

エネルギー事業� オペレーション&�
サービス事業�

FM事業�

(| P.22～23、 P.37～38)�
�
�
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私たちは自然と人々との関わりを大切にしながら、「IT」「エネルギー」
「建築技術」の融合によって、まちに新たな価値を創造しています。

事業活動と環境との関わり
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環境保全効果と環境に対する配慮

　寒冷な気候に耐える断熱性を備えた構造とし、以下の

省エネルギー化を図りました。

◆適切な断面、躯体埋設物の抑制によるコンクリート構

造体の長寿命化

◆外断熱工法の採用などによって断熱性を確保

◆床暖房・高効率照明の採用、空調の小区画化、自然光

町のシンボルとなる「100年建築」

旧庁舎の狭隘化・老朽化に伴って建設された小海町新庁舎

は、当社が計画から設計・施工監理までを一貫して担当しま

した。実用性はもちろん、時代を越えて町民に親しまれるシ

ンボルとなるよう、景観への調和も課題でした。山並みを思

わせる異なった高さの切妻屋根、欧風のペディメント*1、明

褐色のレンガの採用などによって、風格と暖かさ、そして、

厳しい自然に耐え町民を守るたくましさを表現しました。さ

らに、小海町から提示された①積

雪・凍害対策、②建物の長寿命化、

③寒冷地に適した高断熱設計と

いった実用面の条件を十分クリア

しながら、2002年に竣工しまし

た。 ペディメントによる装飾を
施した新庁舎の正面

省エネを実現しながら寒い季節を克服する外断熱工法*2

小海町は、冬季の気温が－15℃にまで低下するという厳

しい自然環境の中にあります。そのような条件下で高断熱・

高気密を実現するために、本格的な「外断熱工法」を採用し

ました。建物の構造体をなすコンクリートをグラスウール

で、さらにその外側に通気用の隙間を残しながら外断熱用レ

ンガブロックで覆っています。庁舎全

体で2万個に及ぶレンガは、職人が1

つずつ3か月間をかけて積み上げまし

コンクリート─建物の内壁�
外
断
熱�

�

グラスウール�
�レンガブロック�
�

外断熱の構造

の有効活用によって省エネルギー化

◆県内産のカラマツ材を内装に使用することで地域の産

業の活性化に貢献

◆メンテナンスフリーのレンガブロックを採用し、外壁

の維持管理を軽減

【担当者から】

外断熱は、寒冷地でも高い断熱効果を発

揮する反面、イニシャルコストが高いとい

う問題があります。しかし、町の職員の方々

と話し合いを重ね、100年建築を目指す庁

舎には最適な工法としてご理解いただき、

採用に至りました。当社では、常に技術の先

進性はもとよりランニングコストの重要性

も考慮した計画を提案していますが、コス

ト重視の時代となり、なかなか受け入れら

NTTファシリティーズ　建築事業本部　
建築デザイン室　
担当課長
平田 真祥

れないという状況にあります。今回は、ライ

フサイクルコストに対するお客様の意識が

高く、デメリットもご理解いただいたうえ

でご判断いただくことができました。当社

が手がけた官庁建築物の完工第1号という

だけでなく、お客様のご要望から課題を見

いだし、意識を共有しながら解決すること

の重要性を再認識できたことに、意義を感

じています。

空調・照明装置によるエネルギー消費も抑制

事務室は南・西・北の3面に窓がある無柱空間として、明

るさとフレキシビリティの高さを実現しました。議場も、全

国でも珍しい窓のある設計としています。また、全館の照明

の種類を絞り、高効率照明装置を主体としました。空調には、

会議室など使用頻度が少ない部屋が建物の過半数を占め、ま

た冷房より暖房の需要が大きいという条件を考慮し、エネル

ギー効率がより高くなる中央熱源方式を採用しました。な

お、空調・照明とも、小区画単位でコント

ロールできるようスイッチを細分化しまし

た。もともと職員の

方々の省エネ意識が高

く、こまめにスイッチ

の切り替えを行ってい

るということです。こ

うした取り組みの結果、

エネルギー消費量が大

幅に抑えられ、広さが3分の1の旧庁舎時代とほぼ同量と

なっています。

自然光が差し込む明るい議場

ライフサイクルを見据えてメンテナンス　

フリー化を徹底

従来は建物の構造体であるコンクリート

に埋設していた電気の配線や水道・ガスの

配管は、コンクリートの外に露出させる

「スケルトンインフィル方式」で敷設しま

した。構造体を触ることなく配管・配線を

スケルトンインフィルを
採用した壁面

シンプルな内装で風格と親しみやすさを表現

天井や扉、案内板、家具などには地元産のカラマツ

材を多用しました。また、廊下などは、コンクリート

をシンプルにそのまま露出させている部分もありま

す。こうした素材の風合いを活かしたデザインで、風

格を保ちながら、木の持つ温かさとコンクリートの持

つ落ち着きを兼ね備えた室内空間を生み出すことがで

きました。
カラマツ材を主体とした
階段

町の担当職員や施工会社と綿密に連携を取りながら

建設を進めていただいた結果、本当に町の顔としてふさ

わしい建物ができあがりました。なかでも、レンガとカ

ラマツに囲まれたエントランスホールにはぬくもりがあ

り、町民にとって役場がさらに身近な存在になったと感

じています。断熱効果も大きく、真冬でも暖房を朝1時

間稼働させれば1日中暖かさが持続します。今後長期に

わたって庁舎を使用するなかで、ますますそうした真価

が発揮されていくものと期待しています。

小海町
助役
篠原 隆 様

【お客様から】

　屋根側面の三角形の壁に対して装飾を施し
たものを指します。

　建物の構造部分の外側に断熱材を設けると
いう断熱方法です。内壁に断熱材を用いる内
断熱と異なり、建物自体を外気温の変化から
守ります。建物の寿命が飛躍的に延びること
も大きな特長です。

　ここでは建物の建設と保全・修繕に関わる費
用、毎日の光熱費など、建物のライフサイクル全
体に関わるコストを指します。一般に大規模な建
物ほど建設の費用に比べてその後のメンテナン
スの費用が大きくなる傾向があります。当社の
ファシリティマネジメントサービスも、コストとともに
資源やエネルギーの消費を総合的に節減するこ
とを目指しています。

内側が木製の断熱サッシ

ITとエネルギー・建築技術を融合したさまざまな製品・サービスの提供
を通じて、お客様のニーズに応えながら環境保護に貢献しています。

事業を通じた環境保護への貢献
た。徐々に完成に近づく姿に、町の皆様の新庁舎に対する愛

着が高まったと伺っています。なお、この工法による効果を

小海町新庁舎で確かめられた外断熱の効果

――高い断熱性能を持つ100年建築――

長野県小海町新庁舎の建設

周囲を山々に囲まれた高原都市・長野県小海町。自

然との共存やコミュニティの活性化が重視されるなか

で新たに建設された小海町新庁舎は「100年建築」と

いうコンセプトのもと、重厚感を保ちながら構造自体

の耐久性と寒冷な気候に合わせた断熱性、そして職員
レンガ積みの外壁が印象的な小海町新庁舎

建設費は�
氷山の一角�
�

建設後の施設運�
営費は建設費の�
4～5倍�
�

土地取得費�
�設計費�

�
初期建設費�
�

税金�
�

修繕費�
� エネルギー費�

�メンテナンス費�
�

運用費�
�

（さらに解体処分�
費が必要）�
�
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点検できるばかりでなく、配管や配線が腐食した場合も構造

体を傷めることがありません。加えてメンテナンスに関わる

ランニングコストを削減でき、ライフサイクルコスト*3が抑

制されるというメリットが得られます。

用 語 解 説

25�
20�
15�
10�
5�
0�
-5�
-10�
-15

2002/2/13�
9:00a.m.

2/14�
9:00

2/15�
9:00

外断熱の場合の室温（実測値）�
外気温度（実測値）�
内断熱の場合の室温（シミュレーション値）�

・外気が－10℃近くに低下する
早朝も、暖房は切れているが、室
温は18℃前後に保たれている�

・内断熱の場合をシミュレーショ
ンすると、外気の変化に応じて大
きく室温が上下する結果となる�

外断熱�
�
�

温度�
（℃）�

内断熱�
�

当社の今後の設計に活かすため、室

内外に温度センサーを設置させてい

ただきました。厳寒期にも、外気の

変化に関わらず室温がほぼ一定に保

たれる様子が観測されています。

また、窓には、外側はアルミ、内側

は木製という断熱サッシとペアガラス

を採用し、気密性を高めました。木材

が温かな印象を醸し出すとともに、結

露を防止しています。

や来庁者の

快適性にも

配慮した公

共建築です。
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――まちづくりと歩調を合わせた環境保全――

加古川市地域新エネルギービジョンの策定

2002年6月の京都議定書批准と前後して、日本の

温室効果ガス排出量を1990年比で6％低減すると

いう議定書の目標達成に向け、国を挙げた取り組みが

本格化しました。また、世界的な資源の枯渇や原油価

格の上昇も無視できない状況です。そうしたなか、化

石燃料に頼らない「新エネルギー*1」を活用する動き

が、全国の自治体で活発化しています。当社は、2003

年度に兵庫県加古川市が

その一環として実施した

「加古川市地域新エネル

ギービジョン*2」の策定

をお手伝いしました。

環境保全効果と環境に対する配慮

　次のような目標に向け、新エネルギーの活用を図りな

がらまちづくりに貢献する施策の立案に協力しました。

◆加古川市の「ウェルネス都市宣言」にもかなう「美し

く、豊かな生活空間の創造」の実現

◆新エネルギーへの理解の促進と省資源、環境保全に関

する啓発

◆ビジョンの策定を契機とした市民・事業者・行政の一

体化と地域コミュニケーションの促進

潜在的な地域のエネルギーを引き出す取り組み

ビジョン策定に先立ち、市内に設置できる太陽光や風力な

どの発電設備の規模と、それらの設備で発電できるエネル

ギーを想定し、「新エネルギー利用可能量」を算定しました。

市全体の新エネルギー利用可能量は、一般家庭約25万世帯

の1年間の電気使用量に相当することがわかりました。ま

た、利用可能量の内訳には日射が豊富で風の弱い加古川市の

特性が反映され、約5割を太陽光発電が、また約4割を太陽

熱が占める結果となりました。残りの1割は、稲わらなどを

燃料とするバイオマスエネルギーと、下水処理場の水温差な

どを空調に利用する温度差エネルギーなどとなっています。

市民・事業者・行政・学識経験者が一体となって事業を推進

新エネルギー利

用可能量などの基

本条件の整理と、

それに基づいた施

策案の立案は、市

の若手職員を中心

とした「ワーキン

グ会議」で行われ

新エネルギーを活用した豊かな

暮らし

新エネルギー導入のための事

業案は、高齢者の電動カートな

どを対象とした太陽光による充

電施設の設置、学校に設置する

太陽光発電システムなどの発電

状況に関し学校間でインター

ネットを通じた情報交換ができ

る教育システムの開発、JR加古

川駅前の再開発計画に合わせた

新エネルギーの利用、新エネル

ギーを活用した市民農園の開設など、環境と社会への貢献が

主眼となっています。今後は、優先して進められる事業が決

新エネルギーを活用したさまざまな事業案

【担当者から】

今回の業務は、4回にわたる策定委員会の開催に

向けた準備や、アンケートの実施と同時に150ペー

ジにわたるビジョンの取りまとめを5か月間で行う

というハードなスケジュールでした。しかし、エネ

ルギー設備の研究・開発から設計・監理までを一貫

して行う当社の特徴を活かし、市のまちづくりと整

合がとれた有意義な提案ができたと自負しています。

ビジョン実現のためには、市民の方々にも積極的に

受け入れていただけるよう、新エネルギーの効果に

加え、地域が連携して取り組むことの重要性をご理

解いただくことが重要ではないでしょうか。今後は、

ハード面の整備はもちろん、こうしたソフト面の対

策についてもご協力していきたいと考えています。

NTTファシリティーズ
関西事業本部
エネルギー事業部
エンジニアリング
マネジメント担当
担当課長
中崎 良一

　実用化段階に達しつつある各種の石油代替
エネルギーです。太陽光発電、風力発電、廃
棄物発電、バイオマスによる発電・熱利用をは
じめとした各種の再生可能エネルギーが該当し
ます。クリーンエネルギー車など、新たな形態
で利用される従来型エネルギーも含まれます。

　市民と行政、企業が一体となり、地域づくり
とともに新エネルギーによる省エネルギー化を実
現するために策定するものです。独立行政法
人新エネルギー・産業技術総合開発機構
(NEDO)を通じた国の支援事業が1995年から
始まっています。

　ビルや工場の省エネルギーに関する包括的
なサービスを提供するEnergy Service Com-
pany（ES CO）が、それまでの環境を損なう
ことなく省エネルギーを実現し、その結果得られ
る省エネルギー効果を保証するという事業で
す。省エネルギー化のための経費は、顧客の
省エネルギーメリットの一部から受け取ります。

市民に向けた「加古川市地域新
エネルギービジョン」概要版

――空調や照明の効率化で大きな省エネ効果を実現――

大阪府教育センターESCO事業*3

ESCO事業とは、ビルや工場などの省エネルギー化

を目的とした企画・設計・改修といったサービスを省

エネルギー化の結果削減されるコストの範囲で提供す

るという新しい形態の事業で、近年、市場が急速に拡

大しています。今回の事業は、大阪府教育センターを 大阪府教育センター

環境保全効果と環境に対する配慮

　既存の空調・照明機器を高効率化し、建物全体を省

エネルギー化します。

◆建物内の設備を省エネルギー：

　省エネルギー率14.1％

◆化石燃料の消費を抑制しCO2排出量を削減：

　削減率13.3％

施設のエネルギー効率を総合的に改善

今回の事業は、株式会社荏原製作所を代表として、三菱電

機株式会社と当社の3社で実施しています。各社の強みを活

かしながら、既存の空調・照明機器のエネルギー効率を高め

る装置の設置や、空調の運転の効率

化などによって総合的な省エネ化を

実現します。当社は、空調システムの

圧縮機の運転間隔を制御するコント

ローラーと、パソコンのトータルな

エネルギー管理を担い、不用時に自

まり次第、当社として協力できるシステムを市に提案してい

きたいと考えています。

圧縮機コントローラー（写真
中央）を取り付けた空調機器

要求以上の省エネ効果を達成

各設備とも、2004年4月の運用開始から設定どおり順

調に稼働しています。今後、エネルギー消費が最大となる夏

季の運用状況も踏まえ、省エネ効果を検証していきます。

なお、今回の事業における省エネルギー率は14.1％と設

定しています。これは、提案募集時に提示された6％以上と

いう条件を大きく上回るものです。また、CO2 排出量も

13.3％削減できる見通しです。一方、こうした省エネルギー

化に伴って削減されるコストは、年間250万円余りと見込

まれます。

【担当者から】

本事業は、当社が公共施設で行うESCO事業の実績第1号

となりました。省エネルギー率の達成の度合いは年間を通じ

て運転しないと明確にはなりませんが、現在のところ順調に

稼働しています。今後は、特にエネルギー消費が多い大きな

NTTファシリティーズ
関西事業本部
中崎 良一

対象に、当社を含む3社

がグループで進めてい

ます。2003年の工事

に続き、2004年4月に

運用を開始しました。

病院や工場などを対象と

して、ESCO事業を展開

していく予定です。

動シャットダウンする省エネプログラム「OffNow-Ⅱ」を設

置しました。

市民や市内の事業所
を対象としたアンケート
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ました。その案が庁内の関係者による「ビジョン策定検討

委員会」で具体化され、有識者による「ビジョン策定委員

会」で決定されました。また、約1,300人の市民と約130

か所の事業所から、アンケートを通じて意見が寄せられま

した。当社は、各種エネルギー設備に関わる設計・施工監

理の豊富な実績を背景に、各

種基本データの算出や施策案

に対する技術的な提案などに

よってビジョン策定に協力し

ました。



 E
nviro

n
m

en
tal P

ro
tectio

n
 A

ctivity R
ep

o
r t 2004

1312

――太陽光技術の発展を目指す国内最大級の実証設備――

産業技術総合研究所の太陽光発電設備の建設

独立行政法人産業技術総合研究所つくばセンター

（茨城県つくば市）の太陽光発電設備は、わが国の最新

の太陽光発電技術を一堂に集めた先進的なエネルギー

供給システムで、総出力は国内最大級の1MWp*1を

誇ります。設計・監理を一貫して当社が担当し、2004

年4月に完成しました。CO2の排出抑制とともに、多

数の太陽光発電システムを配電系統に集中して連結し

た場合の課題の研

究なども目的とし

ており、太陽光技

術の発展に大きく

寄与するものと国

内外から注目を集

めています。
産業技術総合研究所の敷地内に林立する
太陽電池パネル

環境保全効果と環境に対する配慮

　クリーンエネルギー化によって地球温暖化対策に寄与
します。また、太陽光発電技術全般に関する研究にも活
用されます。
◆クリーンなエネルギーを年間100万kWh供給、CO2

国内初の1MWpの出力を実現

今回設置した太陽電池パネルは計5,600枚余りで、設置

面積は約6,500㎡（サッカーグラウンド1面分）に及びま

す。既存のシステムと合わせると総出力は1MWpにも達し、

年間100万kWhのクリーンな電気が生み出されることにな

ります。さらに商用電源の使用が抑制されるため、CO2排出

量は、太陽光発電システム製造時に排出される分を差し引い

ても年間約300ｔ削減される計算になります。

システム全体の発電状況は、所内の共用スペースに設置し

たディスプレイに逐次

表示されます。ディスプ

レイは、全消費電力に占

める太陽光発電の電力

の割合なども表示し、職

員や外来者の皆様の省

エネ意識の向上に一役

買っています。
太陽光による発電状況を多面的に表示する
ディスプレイ

【担当者から】

今回のプロジェクトでは、お客様と打ち合わせを重ね、お客様の真の要望がど

こにあるかを常に確認しながら、多様な当社のエンジニアリング技術を背景にさ

まざまなアイディアを組み合わせ、コンセプトの実現に努めました。また、太陽

エネルギーの活用が今後の私たちの暮らしにとっていかに大切なことであるかを

改めて認識しました。私たちはみな太陽の下で生活しており、時には曇天や雨天

の日もあります。今後は、そうした気まぐれな天候の下でも必要に応じてエネル

ギーを活用できるよう発電システムの開発を行っていくことが重要だと感じてい

ます。
NTTファシリティーズ
エネルギー事業本部
担当部長
田中 良

NTTファシリティーズ
エネルギー事業本部
総合エンジニアリング部 主査
白木 利幸

住宅向けの4kWユニットで設備を構成

今回新たに設置したシステムの最小単位は、主に住宅向け

に用いられる4kWユニット（１戸分）です。それを211ユ

ニット連ね、総発電量を844kWとしました。国内の住宅用

太陽電池システムの使用状況を見ると85％が住宅用で、こ

れまでに17万軒近い住宅に設置されていますが、発電特性

や不具合に関して客観的に比較できるデータはありませんで

した。また、1つの地域に多くのユニットを集中して設置す

るケースも増え、後述するような商用電源への影響も懸念さ

れています。本システムの意義は、仕様の異なる太陽電池パ

ネルとパワーコンディショナー（インバーター）によるユ

ニットを同時に同じ場所で運用しながら、各ユニットの特性
6仕様・4種類の太陽電池パネルを1か所に
配置した「太陽光発電パビリオン」

「分散型」「集中型」という2つの顔を持つシステム

このシステムの特徴は、「分散型」と「集中型」の2つの

発電形態を組み合わせて構成している点にあります。「分散

型」とは、電力を使用する施設ごとに発電装置を分散させて

使用する形態を指します。本システムでは211組のユニッ

トが分散して発電を行います。また「集中型」とは、商用電

源のように大規模な発電を1か所で集中して行う形態です。

本システムでは、各ユニットの発電電力を統合してから研究

所に供給するので、比較的規模の大きな「集中型」発電設備

として制御を行う必要もあります。

加えて、太陽光発電による電力の不足分を既存の商用電源

で補う「系統連系型」という一面も有しているため、最先端

の研究施設に安定した電力供給ができるよう常に監視・制御

を行っています。太陽光発電と商用電源による電力供給のバ

ランスが崩れると、一時的に電圧上昇が起こって電気機器に

悪影響を与える恐れもありますが、本システムではこれまで

こうした問題は発生していません。太陽光発電は今後さまざ

豊かな所内の緑との共存にも配慮

太陽電池パネルは、周辺の生態系に配慮し、既存の樹木や

土地の形状をそのまま活かして設置しています。具体的に

は、遊休スペースや傾斜地を活かして設置したもの、車の日

よけを兼ねて設置したものなどがあります。これらのパネル

丘の傾斜を利用して太陽電池パネルを
設置した「太陽の丘」

建物のガラス面を利用して
設置した薄型の太陽電池
パネル

室内にも太陽電池パネルを通して
日光が差し込む

駐車場の日よけを兼ねた太陽電池パネル

今回の設備の計画にあたっては、1MWpという日本で最大級の出

力を達成し、太陽光発電の普及を少しでも前進させたいという思い

がありました。日本は世界最大の太陽光発電普及国でありながら、

これまで今回のような大規模な実証設備がなく、メガワット級の大

規模システムについて十分な研究がなされていませんでした。そう

した思いに理解を示し、協力を惜しまなかったご担当者の姿勢には

大変感謝しています。200台余りの4kWユニットだけで構成され

るというシステムは、設計も施工もすべてが初の試みであったため、

互いにさまざまな案を出し合うことでようやく完成に至ったわけで

すが、現在のところ設計どおり順調に稼動しており、興味深いデー

タが得られ始めています。システムの運用と評価によって、国内外

の太陽光技術の発展に少なからず貢献できるものと期待しています。

【お客様から】

独立行政法人 産業技術
総合研究所
太陽光発電研究センター
システムチーム
大谷 謙仁 様

　標準試験条件（日射強度
1,000W/m2、エアマス1.5、太
陽電池温度25℃）の状態に
換算した太陽電池パネルの最
大出力の単位です。

　ここでは、商用電源の発電
に伴って排出されるCO2 の排
出源単位0.36kg/kWhから、
太陽光発電システム製造時
のCO2排出原単位0.07kg/
kWhを差し引いた0.29kg/
kWhを排出係数として計算さ
れています。

�

商用電源と太陽光�
発電による電力を�
バランスよく合わ�
せ、研究所の各施�
設に配電→�
�
�

太陽光発電設備�
�

太陽電池パネル�
接続箱�
�

　パワー�
　コンディショナー�
（交流変換装置）�

引込受電盤�
�

商用電源�
（電力会社からの配電）�

研究所内の各施設�
�

既
存
の
商
用
電
源�

の
引
込
経
路�

�

「集中型」の範囲�
�本システムは、211組の

分散型ユニットで構成さ
れています。全体の出力
を安定化させるために、
小規模な集中型発電所と
して個別のユニットを制
御しながら運用する必要
があります。��

「系統連系型」の範囲�
�システム全体が既存の商

用電源の経路に連結され
た系統連系型となってい
て、太陽光による発電電
力の不足分は商用電源で
補います。�

「分散型」の範囲�
�本システムの基本ユニッ

トである4kWの太陽光
発電システムです。通常
は、住宅向けとして1戸
ずつ分散して設置されま
す。�

　排出量*2を年間約300t削減
◆4種類9仕様の汎用太陽電池パネルを使用して特性を
　多面的に評価
◆発電状況を公開して職員などの省エネ意識を向上

本システムの基本構成

とともに、システム全体の特性を確認できることにあります。

なお、太陽電池パネルは、夏場の午後2時前後に現れる電

力需要のピークを平準

化（ピークカット）す

ることに照準を合わ

せ、その時間帯の発電

出力が最大となるよ

う、主に傾斜角を

15゜、方角を真南よ

り若干西向きとして設

置しました。

は敷地の約0.7％を覆っているにすぎませんが、森林1㎡の

CO2吸収能力を約1kgと仮定すると、敷地内の25％を新

たに森林に置き換えた場合と同等のCO2削減効果が見込ま

れます。

まな形態で普及する

と考えられることか

ら、本システムを運

用しながら、こうし

た問題の抽出ととも

にその改善に役立つ

基礎データの収集が

行われています。
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――オフィスの省エネルギーを推進――

照明の消灯を自動化する「省エネタイマ」

省エネルギーの第一歩は、無駄な電力の使用を防ぐ

ことです。「省エネタイマ」は、オフィスの不要な照明

の消灯を確実に行うための装置としてNTTファシリ

環境保全効果と環境に対する配慮

　省エネルギーのため、オフィスの不要な消灯を自動化します。
◆照明に関わる電力使用量の削減
◆社員の環境保全に対する意識を向上
◆環境マネジメントの取り組みを推進

省エネ活動の普及を目指し簡便な装置を開発

オフィスの自動消灯は、これまでビル全体の照明や空調の

動作などをコントロールするBAS（ビルディングオート

メーションシステム）などを利用して行われることはありま

したが、BASの導入には多大なコストがかかるうえ大規模

な工事が必要でした。今回開発した「省エネタイマ」は、安

価で、しかも簡単な工事で設置できることが特長です。1台

で1フロア程度の照明を、あらかじめ設定した時刻に自動消

灯します。消灯は小区画ごとに行えます。

開発の際には、タイマ機能の省力化を目指して試行錯誤を

重ねました。デザイン的にも建物との調和に配慮して、ケー

スを鉄製からプラスチック製に変更しました。なお、ケース

には汎用品を採用し、小型化・軽量化とコストダウンを実現

しています。

消灯の「自動化」の効果

「省エネタイマ」は、あらかじめ設定した時間に、設定し

た照明を自動的に消灯します。省エネ運動の取り組みとして

多くの企業で行われている昼休みの一斉消灯の際にも、消し

忘れが防止できることに加え、消しにくい状況でも自動的に

消灯できるため、確実に消費電力が節減できます。なお、消

灯後には、必要なゾーンだけ再度点灯することが可能です。

オフィスの広さ：360㎡�
照明器具の数：180本（1本40W）�
�

1日3時間の消灯を�
1か月（22日）続けると�

年間�
5,400ｋWｈの�
電力削減!!�

�］�［�

【担当者から】

「省エネタイマ」の開発コンセプト

は、オフィスで省エネ活動として取

り組まれている昼休みや業務終了後

の消灯などを確実に実施するという

ことです。設定されたタイミングと

範囲で順次消灯しますが、照明が必

要なスペースはまた点灯できますの

で、環境にも人にも優しいシステム

といえます。お客様からは、環境保全

に対する社員の啓発にも役立つとい

う声をいただいています。

――紙のリユースとリサイクルを促進する新製品――

プリンタ用の消せるトナー「e-blue」

企業のオフィスなどで使用されるプリンタ用紙の量

は、ISO14001の運用とその定着に伴って着実に削

減されつつあります。当社の関連会社であるNTT

ジーピー・エコ（→36ページ）は、さらなる削減を

4回分の消色跡が若
干見えるが、社内用
の書類としては十分
に使える。（使用状
況によって異なる
が、再利用可能回数
は5～10回程度）�

e-blueで印字した書類
（5回目）

環境保全効果と環境に対する配慮

　プリンタ用紙をリユースし、オフィスの省資源化を促進します。
◆紙の使用量（新規購入量）を大幅に削減
◆自らリユースを行うことで省資源に対する意識を向上
◆環境マネジメントの取り組みを推進

紙を繰り返し白紙に戻せる特殊なト

ナーで紙資源を節約

e-blueはプリンタ用の特殊な青色の

トナーです。e-blueによってプリント

した書類は、専用の消去装置で加熱す

ると、印字中の色素と発色剤の結びつ

きが断ち切られ、印字が消色されます。

専用のボールペンやマーカーペンを使

用すれば、メモやチェックの加筆も同

様に消色できます。今まで、紙は表裏2

面を使用したら廃棄するのが常識でし

たが、これからはe-blueにより複数回

繰り返して使用することが可能になり

ます。私たちも、「コピー済み用紙の裏

面の活用」「両面コピー」「ＩＴの活用に

よるペーパーレス化」といった従来の

取り組みに加え、本社とグループ会社

にこのシステムを導入し、プリンタ用

紙の新規購入量を節減しています。

e-blue�
トナー�

普通紙�

消去可能ペン�

使用済紙�

消色済み紙*2

分別回収�

消去装置�
容量： 1回あたり400～500枚�
電気代： 1回あたり20円程度�
�

専用プリンタ（ e-blue仕様化プリンタ）�

ｎ回*1

導入月 1か月後 2か月後 3か月後 4か月後 5か月後 6か月後 7か月後 8か月後 現在�

 0 20 31 31 41 41 56 66 76 76 �
 0 6 11 22 24 29 34 41 41 41 �
 0% 70% 65% 29% 41% 29% 39% 38% 46% 46% �
�

導入からの経過�
コピー用紙�
購入量累計*4（単位：箱）�

2002年度�
2003年度同月実績�
購入量削減比率�

都市におけるヒートアイランド現象の原因の1つ

に、コンクリートやアスファルトによる舗装範囲の拡

大が挙げられます。NTTジーピー・エコ（→36ペー

ジ）では、駐車場や建物周辺の舗装に、瓦やコンクリー

トなどの建設廃材を再利用しながら、こうした現象の

発生を抑える工法をご提案しています。

瓦やコンクリートを再活用する「リサイクル舗装」

――建設廃材でヒートアイランド現象を抑制――

環境保全効果と環境に対する配慮

　建設廃材のリユースと、ヒートアイランドの抑制に寄
与します。
◆保水性・吸水性・透水性に優れる
◆保水性などが高いため遮熱効果が高く、熱反射率が小さい
◆自然環境に影響の少ない混和剤を使用
◆防草対策に有効
◆瓦リサイクル舗装は周囲の自然と溶け込んだ施工によ
　り、自然との調和を保つことができる

図る手法として、プリンタ用の消せるトナー「e-blue」

を使用したプリンタ用紙自体のリユースの普及を促進

しています。

リサイクルした素材で都市環境を改善

建設廃材を利用した工法として、瓦リサイクル舗装とコン

クリートリサイクル舗装をご提案しています。いずれも、建

設廃材となった瓦やコンクリート柱を破砕したものを、少量

ティーズエンジニアリング九州が開発しました。小型

で大がかりな工事も不要なことから手軽に導入できま

す。

e-blueを用いたプリンタ用紙のリユースの流れ

■e-blue、消去装置は株式会社 東芝 電力・社会
システム社により開発・製造された製品です。
■e-blueは株式会社東芝の登録商標です。
■e-blueはNTTジーピー・エコからNTTグループ
とグループ外の一般企業に提供されています。

消灯による電力削減量の例

「省エネタイマ」がオフィスの消灯を自動化

既存の照明スイッチに
組み込む省エネタイマ

e-blueによるプリンタ用紙削減効果*3

*1　リサイクル使用回数は使用状況により異なる。
*2　トナー主成分の樹脂により印字の跡が若干残る。
*3 2003年7月にe-blueを導入したお客様の事例。
業種は通信機器販売・施 工・保守、部内の社員数は30名。

*4 購入量はe-blueプリンタ以外のプリンタに使用する紙も含む。

瓦リサイクル舗装

*5 混和剤の一種で、無機化合物を合成して製造。セメントの混入量を少なく
しても高い安定性（強度・収縮性・耐久性）で固化することができる。

のセメントと自然環境に与える

影響が少ないFC剤*5を用いて

固化するものです。保水性、吸

水性、透水性などに優れている

ため、遮熱効果が高く熱反射率が小さいのが特長です。特に

瓦リサイクル舗装の表面温度はアスファルト舗装に比べて通

気性があるため低温に保つことができ、夏場の舗装表面温度

を10℃以上抑える効果があり、ヒートアイランド現象の緩

和に有効です。私たちも、グループ会社とともに、自社の駐

車場や建物周辺の舗装に適用するよう努めています。
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NTT-FE九州
企画部
企画担当

清水 勝一郎

消灯時刻は「昼休み」「定時退社時間」「最終

退社時間」など、3通りまで組み合わせて設

定できます。

副次的な効果として、省電力がコスト削

減につながること、1日の流れにメリハリが

でき時間管理が徹底できること、時間外労

働の適正化が図れることが挙げられます。
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――クリーンエネルギーで貴重種を保護――

独立型太陽光発電水循環システムによる環境保全への協力

�千葉県市川市のじゅん菜池緑地には、「イノカシラ

フラスコモ」という貴重な水草が生育しています。市

川市では、専門家を含む検討委員会を設置してその生

態や生育環境を調査し、保全策を検討しています。当

社は、こうした調査・研究を支援すると同時に、イノ

カシラフラスコモの生育環境を保全する一助として

「独立型太陽光発電水循環システム」を施工しました。

環境保全効果と環境に対する配慮

　太陽光や風力発電に代表されるクリーンエネルギーは、
無尽蔵で環境負荷が極めて少ないエネルギー源です。環
境保全への関心の高まりから、近年、さまざまな施設の
動力源として積極的に導入が図られています。

絶滅の危機に瀕するイノカシラフラスコモ

イノカシラフラスコモは日本固有の水生植物で、井の頭公

園（東京都武蔵野市）を源流とする神田川の上流部で1957

年に発見されましたが、自然環境の

変化によって絶滅してしまいまし

た。この水草がじゅん菜池緑地で再

発見されたのは1995年のことで、

国内唯一の生息地となっています。

現在、イノカシラフラスコモは環境

省のレッドデータブックで「絶滅危

惧Ⅰ類」（絶滅の危機に瀕している

種）に分類されています。

最適な生息環境をポンプで創出

じゅん菜池緑地は、市川市が1980年に整備した緑豊か

な都市公園です。イノカシラフラスコモの保護のため、同市

の自然環境課が市民団体や学校などと協力し、生育環境の調

査と移植・増植方法の研究を進めています。その結果、この

水草の生息には上流域の池の弱酸性水が最適であることが分

かってきました。こうした研究の成果とその重要性を知った

当社は、この水草の生息域にこの水を供給する「独立型太陽

光発電水循環システム」を寄贈し、あわせて施工も実施しま

した。2004年1月26日には、池のほとりに千葉光行市川

市長を迎え、贈呈式を行いました。

◆太陽光と風力のハイブリッドエネルギーでポンプを稼働
　循環水量：5.4t/日　　消費最大電力：25W
◆絶滅危惧Ⅰ類のイノシカフラスコモに最適な生息環境
の維持・保全に寄与

◆自然環境に配慮した材料やデザインを採用

【担当者から】

市川市のじゅん菜池緑地では、環境保護ゾー

ンとして市と地域の方々が一体となって自然環

境の保全に取り組んでいます。シーズンには手

をかけ育てたじゅん菜が収穫でき、秋には数万

羽の野鳥が飛来します。また、池を取り囲む野山

が四季折々の景観を魅せることから、県外から

も多くの観賞者が訪れるようです。このような

自然環境の保全に弊社の技術で少しでも貢献で

きればと考えたのが、独立型太陽光発電をベー

スとした水循環システムの構築でした。公園を

利用する市民の皆様からは、施工中から「とても

良い取り組

み」などと

いったお褒め

の言葉を数多

くいただきま

した。

�

クリーンエネルギーで連続的に電力を供給

この循環システムの最大消費電力は25Wで、1日に5.4t

の水を循環させることができます。電源は、「太陽光・風力ハ

イブリッド電源システム」*1に私たちが開発した12Vサイ

じゅん菜�
生育池�
�

イノカシラフラスコモ�
生育池�
�

じゅん菜池（下池）�
�

電気配管配線�

水の流れ�
�

歩行路�
�

イノカシラフラスコモ�
生育池�

�

ポンプ�
揚程1m�
�

エコボール�

※供給電源バックアップ（ポール増設または商用電源）�
�

＜発電制御＞�
�
太陽光発電装置�

172W�
�風力発電装置�

30W（風速12m/s）�
�

整流�
�

コントローラー�
�

バッテリー（LL-50 12V）�
50Aｈ＊3�
�

インバーター�
�蛍光灯 20W�
�＜点灯時間＞�
照度センサーON�
→ 8時間点灯�
�

＜ポンプ制御＞�
�

インバーター�
�
漏電遮断器�
�
24時間タイマー�
�

水循環ポンプ�
AC100V/50HZ �

25W�
�

P

P

照度センサー�
�

上流の水を�
ポンプで供給�

水循環ポンプ�

＜システム仕様＞
●ポンプ稼動時間：
　午前8：00～午後5：00（9時間）
●給水量： 概略　5.4t/日（揚程1.5m設定時）
●不日照時間：3日間
●遮断器設置：保守点検用
●ポンプ：水中ポンプ
●防犯灯点灯時間：午後5：00～午前1：00
�（季節によって設定を変更）
●インバーター遮断機・タイマー：ポール一体内蔵型
●ポンプ桝･送水配管：再利用

環境に配慮した部材を利用

このシステムのもう1つの特長は、システムそのものを、環境への影響を抑制

した「エコ仕様」の材料で構成していることです。特に、電源ケーブルには、環

境負荷が少なくリサイクルもしやすいエコケーブルを採用しました。また、循環

水の配管の固定には、腐食防止を施した木柱を使用しています。さらに、地上部

のポールは、周囲の自然景観に溶け込むよう茶色で塗装しました。

独立型太陽光発電水循環システムは自然エネルギーを用いているなど、環境に

はほとんど負荷をかけない環境にやさしいシステムです。絶滅の危機に瀕してい

る植物を保護するために環境にやさしいエネルギーを使用することは、環境全般

に対する配慮として大変意義のあることだと考えています。NTT ファシリ

ティーズ様は地球環境の保護に大変ご尽力していらっしゃると伺っております。

市川市は今後も環境に十分配慮した施策を展開してまいりますので、これからも

ご支援賜りますようお願い申し上げます。

�

クル蓄電池*2を適用した商品「エコポール」でまかないます。

天候が悪く日光が当たらない日が最大3日間続いた場合も、

この蓄電池によって十分に稼働します。

【お客様から】

　安全性、デザイン性に優れたサボニウス
型風車と太陽電池モジュールを組み合わせ
た、少容量動力駆動エネルギーに対応した
システムです。

　サイクル使用を目的に開発した蓄電池。
従来の蓄電池と比較して優れた放電特性を
有し、長寿命であることが特長です。

独立型太陽光
水循環システム

じゅん菜池

イノカシラフラスコモの生息域

じゅん菜池に飛来するカモの群れ

①太陽光パネル

②エコポールの蓄電池（50A＊3個）

③循環ポンプ 循環ポンプ（ピット内）

独立型太陽光発電水循環システムの構成

独立型太陽光水循環システム

①

②

③

NTTファシリティーズ
FM事業本部
ＩＢＳソリューション部
根本 毅幸
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用 語 解 説
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――電気通信機器の信頼性を確保するキーテクノロジー――

小形シール鉛蓄電池用劣化判定装置の開発

各種通信設備の非常用電源として使用される蓄電池

の設計とそのマネジメント技術は、電気通信の信頼性

を確保するためのキーテクノロジーといっても過言で

はありません。当社は、通信システム全体の品質を高

めることを目的として、通信用電力設備の機能ととも

にこうした構成要素の性能向上を目指し研究開発を

行っています。2003年

には、通信設備のさらな

る信頼性向上のため、ビ

ジネスホン主装置内の蓄

電池を自動的に監視して液漏れなどによる端末の損傷

を防ぐ「蓄電池用劣化判定装置」を開発しました。

環境保全効果と環境に対する配慮

　装置の簡素化、無鉛ハンダの使用によって、環境負荷
を低減しています。
◆装置の構造を簡略化して省資源化を実現

ビジネスホン主装置内に装着した小型
シール鉛蓄電池用劣化判定装置

◆プリント基板とハンダにおける鉛フリー化を実現
◆蓄電池が寿命となるまで使用可能となるため、資源の
　有効利用と廃棄物の削減に寄与

想定される蓄電池のトラブルを事前に回避

今回開発した装置は、ビジネスホン主装置（内線間または

内線・外線間をつなぐ交換器）に使われている小形シール鉛

蓄電池（密閉型の鉛蓄電池）の異常を自動的に検知し、電源

の安全性を、ひいては通信の信頼性の向上を目的に開発した

ものです。ビジネスホン主装置は、停電時などに使用する非

常用電源として蓄電池を搭載しています。蓄電池が寿命を迎

えたり、内部がショートしたりした場合、あるいは端子部に

絶縁性の腐食物が生じたりした場合には、非常時の電力の供

給という蓄電池自体の役割を果たすことができなくなります。

また、寿命となった蓄電池を充電

し続けると、極板が腐食して液漏

れが発生することもあります。さ

らに、これによってショート回路

が形成されると、蓄電池が焼損す

ることもあります。こうした問題

はごくまれにしか起きませんが、点検する頻度が低いビジネ

スホン主装置などには、蓄電池の異常を自動的に監視する仕

組みが必要とされていました。

ショートによって焼損したシール
鉛蓄電池

劣化の判定と問題の回避を自動的に実行

この劣化判定装置は、蓄電池の状態を常時監視する機能

と、異常が発見された場合に警報を発し点検や交換を促すと

同時に蓄電池を自動的に充電回路から切り離す機能を備えて

おり、液漏れや焼損の発生を未然に防止することができま

す。また、蓄電池の交換時期も自動的に知らせてくれます。 負
荷
装
置�

�

本体＋�
�

本体－�

12V小形�
鉛蓄電池�

警報�
�

計測回路�
�

放電回路�
�

C�
P�
U
部�

�

警報接点�
�

電　源�
�

常時全電池�
電圧監視�
�

劣化判定�
パイロット測定�
�
�

①蓄電池電圧監視機能�
　各蓄電池の電圧を常時計測し、�
　一定の範囲を外れた蓄電池を検出。�
�
�

②蓄電池劣化判定機能�
　定期的（1か月ごと）に�
　蓄電池の劣化判定を�
　行い、寿命と判断され�
　たものを検出。�
�

③蓄電池切り離し機能�
　劣化判定によって寿命と判断された蓄電池を、�
　蓄電池の充電回路から切り離す。�
　寿命となった蓄電池への充電を止め、�
　液漏れや焼損といった障害の発生を未然に防ぐ。�
�

�④警報発出機能�
　①または②で蓄電
　池の異常や寿命を
　検知した場合、外
　部に警報を発して
　蓄電池の点検や
　交換を促す。�
�

劣化判定装置の仕組み

省資源化と環境負荷の低減を実現

環境負荷低減の観点から、プリント基板とハンダの鉛フ

リー化を実現しました。また、構造の簡素化によって、資源

の節減と施工性の向上を実現しました。さらに、この装置に

よって蓄電池を寿命まで使い切ることが可能となることも、

省資源や廃棄物の削減に結びつきます。

――高度化する情報通信施設に合わせた高効率な空調システム――

情報通信機械室用タスクアンビエント空調システムの開発

官公庁をはじめ、通信や医療・金融・教育などさまざ

まな社会システムにおけるデータ処理と情報通信の基幹

をなすインターネットデータセンター（iDC）では、情

報通信サービスの多様化と高速化、大容量化に対応する

ため、機器の更改や増設が日々進められています。その

ことは、消費エネルギーや発熱量の増大といった新たな

問題が生じる要因にも

なっています。当社は、情

報通信システムを支える

電源や空調システムなどのファシリティの構築を行うう

えで、こうした新たな問題に対応するための機器や設計

手法の開発を進めています。

タスクアンビエント空調システムの
局所冷却ユニット

環境保全効果と環境に対する配慮

　従来型の空調システムより効果的かつ効率的に、情報
通信機器周辺の局所的な熱障害の発生を防止します。
◆室内全体と機器周辺の空調をバランスよく行うことで、
空調のエネルギー効率を向上

◆機器の増設によって発熱量が増加しても、既設のシス
テムを活かした対応が可能

◆タスク域の空調を補助する局所冷却ユニットを天井に
設置するため、新たなスペースは不要

iDCでは空調も大切な構成要素

iDCでは、近年、情報通信機器のデータ処理能力などの向

上や機器の増設によって1ラックあたりの機器の集積密度が

増大し、機器からの発熱量が局所的に増加して熱障害が生じ

る可能性が高まっています。こうした温熱環境の悪化は一部

の機器の周辺に限られることが多いため、室内を一様に冷却

する従来の空調方式による対応ではエネルギー消費が過剰に

なるというデメリットがありました。そこで当社では、室内

全体（アンビエント域）の冷却とともに、発熱の大きな機器

や耐熱性の低い機器の周辺（タスク域）を局所的に冷却する

装置を組み合わせた「タスクアンビエント空調システム」を

開発しました。これは、最近オフィスでも採用されている個

別空調システムの応用で、消費エネルギーを抑制しながら、

個所ごとの必要に応じた熱処理（温度調整）を行うことがで

きます。

二重床を活用して冷気を確実かつ効率的に送風

iDCでは二重床を送風に利用する空調方式が主流となってい

ますが、発熱量の増大に伴って機器冷却用の風量の調整が難し

くなり、排出される高温の空気が機器に逆流して、熱障害の危

険性を高める可能性があります。今回のシステムは、天井に設

置する局所冷却ユニットが機器周辺に冷気を導くことで、熱障

害を確実に防止することができます。なお、局所冷却ユニット

は万が一にも落下することがないよう耐震性に十分配慮してい
タスクアンビエント空調システムの空調方法

必要な機能のみでエネルギー効率が向上

タスクアンビエント空調システムは、アンビエント域と必

要最低限のタスク域の空調をバランスよく行う仕組みといっ

てよく、従来型の空調システムより消費エネルギーを削減で

きることが特長です。さらに、機能もiDC向けに絞っていま

す。通常、オフィスで使用される対人用空調システムは、冷

房時に水蒸気、特に人の発汗による湿度の上昇も抑制できる

よう設計されています。しかし、情報通信機器などの冷却を

目的としたiDCでは、この除湿能力がほとんど必要とされま

せん。そのため、今回開発したシステムは、温度を下げる能

力のみに特化した設計としました。その結果、エネルギー効

率は対人用空調システムに比べ約30%も向上しています。

【担当者から】

この装置の開発にあたっては、蓄電池に関わ

る過去の故障事例の原因を分析したうえで、お

客様のニーズを把握しながら劣化判定装置に必

要な機能を洗い出しました。日ごろあまり点検

されないビジネスホン主装置の蓄電池が開発の

ターゲットでしたから、故障事例の収集や必要

な機能の決定には苦労しました。また、商品化の

過程では、施工を容易にするとともに価格を抑

えるため、必要最低限の機能に絞って構造を簡

素化することに尽力しました。

これまでのところ、ビジネスホン主装置の蓄

電池に適用することが主体となっていますが、

蓄電池を使用したそのほかの装置にも十分応用

できると考えています。特に日ごろ保守される

ことが少ない装置への展開例を検討し、提案し

ていく予定です。
NTTファシリティーズ
研究開発本部
パワーシステム部門　主任研究員
辻川 知伸

【担当者から】

私たちは、iDCの機能向上と高効率化を目

指すことはもちろん、施設のライフサイクル

全体を見据え、環境負荷を最小に抑えるよう

設計を行っています。しかし、建物の周辺環

境や使われ方の変化といった予測しきれない

要素も数多くあり、そのつど見直しを加えて

いく柔軟な姿勢も大切だと考えています。

特に、情報通信の技術革新のスピードは驚

異的で、iDCについても、新たなニーズの登場

とそれに伴う消費エネルギーの増加という想定

外のシナリオが展開しています。その点、今回

開発した空調システムは、現状の問題を解決し

ながら、将来の変化にも対応させることが可能

なシステムといえます。新設される iDC に加

え、これまでに設計を担当した iDC に対して

も、導入をご提案していく予定です。
NTTファシリティーズ 研究開発本部
環境・エネルギー部門
吉井 存

ます。つり金具ま

で含めた実機で耐

震試験を実施し、

震度 6 強でも運

転が継続されるこ

とを確認してい

ます。
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判定装置

排熱還気�
�

冷気供給�
�サーバラック等�

二重床�
�

アンビエント�
空調機�

局所（タスク）冷却ユニット�
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NTTファシリティーズグループ�
地球環境保護推進委員会�

NTTファシリティーズ＊1

本社�

NTTファシリティーズ地球環境保護推進委員会�

環境保護推進室�

アクションプログラム主管部�

ブロック支店等�

環境担当� 環境担当� 環境担当� 環境担当�

ブロック支店等�

環境担当者連絡会�

〈連携〉�

事務用紙節減対策�
温暖化防止対策�
廃棄物対策�

EMSの構築と運用�
社会貢献活動�

NTTファシリティーズエンジニアリング各社等＊２�

各社の地球環境保護推進委員会�

企画部（環境担当）�

支店� 支店�

・NTTファシリティーズエンジニアリング 中央�
・NTTファシリティーズエンジニアリング 北海道 �
・NTTファシリティーズエンジニアリング 東北 �
・NTTファシリティーズエンジニアリング 東海 �
・NTTファシリティーズエンジニアリング 関西 �
�

＊2 NTTファシリティーズ以外のグループ会社�
・NTTファシリティーズエンジニアリング 中国�
・NTTファシリティーズエンジニアリング 九州 �
・NTTファシリティーズ エフエムアシスト �
・NTTインテリジェント企画開発�
・NTT建築総合研究所�
�

本社�

・本社�
・首都圏事業本部�
・東北支店�
・北海道支店�
�

＊1 NTTファシリティーズ�
・東海支店�
・関西事業本部�
・中国支店�
・九州支店�

当社は地球環境保護基本理念に掲げているとおり、

「未来にわたり持続可能な発展を図る」ことを目指し

て、事業活動を通じて取り組むべき環境保護に関わる

課題とその対策を「環境保護推進アクションプログラ

ム」として取りまとめました。プログラムでは2010

年度の目標を掲げたうえ、年度ごとに達成すべき目標

を策定して、全社員の意識を一致させ環境保護推進活

動を進めています。

環境保護推進アクションプログラム

環境年次�
レポートの作成�
�

対策項目�
�

事
務
用
紙�

の
節
減�

温
暖
化
防
止
対
策�

�

廃
棄
物
対
策�

�

E�
M�
S
の�

構
築
と
運
用�

環
境
保
護
社
会
活
動�

へ
の
参
画
・
支
援�

グ
リ
ー
ン�

購
入
の
推
進�

コピー用紙購入量�
の削減�
�

電気使用等に�
伴うCO2排出量の�
削減（8ビル）�
�
社用車使用に伴う�
CO2排出量の削減�
�

オフィス内排出�
廃棄物対策（8ビル）�
�

自社資産に関わる�
産業廃棄物適正�
処理対策�
�

2010年度目標�
�

241t�
（8,800枚/人）�
�

2,100t-CO2�
�

1,750t-CO2�
（1.8t-CO2/台）�
�

300t�
（0.11t/人）�
�

自社資産に関わる産業�
廃棄物の適正処理の�
実施�
�

環境監査・環境教育�
�

クリーン活動の実施�
�

年1回発行�
�

グリーン購入�
（紙製品ほか）の推進�
�

2003年度実績�
�

226t�
（8,860枚/人）�
�

2,424t-CO2�
（0.8t-CO2/人）�
�

2,270t-CO2�
（2.1t/台）�
�

280t�
（0.097t/人）�
�

全支店・FE・本社で伝票�
確認�
�

①支店内部での監査実施�
②本社・東北・FE東北・関�
　西・九州で相互監査実施�
�

参加者347名�
�

9月に2,000部発行�
�

各部で実施�
�

2003年度目標�
�

297t�
（10,800枚/人）�
�

2,180t-CO2�
（0.7t-CO2/人）�
�

1,830t-CO2�
（1.9t/台）�
�

300t�
（0.11t/人）�
�

内部環境監査員の育成�
監査員の交流による�
支店間の情報の共有化�
�

2004年度目標�
�

8,860枚/人�
�

2,420t-CO2�
3,561t-CO2*1�
�
�

2003年度実績改善�
（0.097t/人*2）�
�

マニフェスト伝票管理�
�

マニフェスト伝票管理�
�

内部環境監査員による�
相互監査の実施�
�

クリーン活動の実施�
（市町村等イベント2回/年、�
自主的プログラム1回/年）�
�

9月発行�
�

グリーン購入�
（紙製品ほか）の定着化�
�

クリーン活動の実施�
（市町村等イベント2回/年、�
自主的プログラム1回/年）�
�

9月発行�
�

グリーン購入�
（紙製品ほか）の定着化�
�

*1　8ビル以外の目標値　*2　8ビルを含む全ビルの目標値�
�

2,010t-CO2�
（1.9t-CO2）�
�

2002年5月のグループの構造改革に伴い、環境保

護の推進においてもグループを横断した体制を構築し

ました。「NTTファシリティーズグループ地球環境保

護推進委員会」は最高意思決定機関です。代表取締役

副社長が委員長を、また各本部長が委員を務め、地球

環境保護基本理念・基本方針や環境保護推進アクショ

ンプログラムの策定・見直しを行っています。委員会

で決定された事項のうち、特に重点施策項目である事

務用紙節減対策、温暖化防止対策、廃棄物対策と社会

貢献活動などについては、環境保護推進室と本社各事

業本部、各支店環境担当課長、グループ会社環境担当

課長などが連携を図りながらグループを横断して取り

組みを推進しています。

NTTグル－プでは、グル－プ全体で環境保

護推進活動を実施するにあたって、確実な成

果を挙げるためにPDCA（Plan-Do-Check-

Action）サイクルを適用しています。当社も

これを受けて、環境理念・環境方針に相当する

「NTTファシリティーズ地球環境保護基本理

念・基本方針」を定め、「環境保護推進アクショ

ンプログラム」を策定して（Plan）、環境保護

推進活動を実施しています（Do）。

「環境保護推進アクションプログラム」の運

用状況のチェック（Check）は、各部署によ

るセルフチェックとフォロー、地球環境保護

推進委員会によるチェックとフォローを通じ

て実施します。これらの結果に基づき、地球環

境保護推進委員会で、基本方針や環境保護推

進アクションプログラムなどの見直しを行っ

ています（Action）。

取り組みの課題と目標の設定

PDCAサイクルの適用

NTTグループの
環境保護推進活動のためのPDCAサイクル

�
・各事業会社、�
　事務所における�
　環境セルフチェック、�
　環境監査�
・各事業会社の�
　環境保護推進委員会で�
　実行状況をチェック�
�
�

Plan

�
・各事業会社で�

環境保護推進活動を�
実行�

�

Do

NTTグループ企業理念�
NTTグループ地球環境憲章�
・NTTグループ全体�
　および各事業会社の�
　環境基本方針、中長期計画、�
　年間計画、行動目標�
�
�

Check

Action

継 続 的 な 改 善

・グループの�
地球環境保護推進委員会で�

実行状況をチェック�
�

計
画�

�
点
検
お
よ
び
是
正
処
置�

�

経
営
陣
に
よ
る
見
直
し�

�

実
施
お
よ
び
運
用�

環
境
方
針�

環境保護推進体制の構築

NTTファシリティーズグループ環境保護推進体制
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豊かな情報環境をクリエイトする総合エンジニアリング・サービス企業として、
グループを挙げて地球環境保護活動に取り組んでいます。

環境マネジメントの推進
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私たちは、事業を推進するにあたって、環境に関わ

る法令・条例などの法規制を遵守しています。法規制

の適用にあたっては ISO14001を有効に活用して、

NTTファシリティーズグループ全体の事業に関わる

法令と、各支店などが所属する都道府県・市町村条例

などについて最新情報を管理し、各事業所における遵

守を徹底しています。

法規制の遵守

社員教育と有資格者の育成

環境保護推進活動の全社的展開を図るため、新入社

員研修・新任課長研修・新任主査研修などのカリキュ

ラムに、環境保護に関する研修を盛り込んで講義を実

施しています。さらに、ISO14001による環境マネ

ジメントシステムを効果的に運用することを目的とし

て、支店・グループ会社ごとに集合研修を実施してい

ます。また、日常的な環境保護推進活動の実施ととも

に、広範な事業領域に対応できるようさまざまな資格

の取得を奨励しており、環境関連の有資格者を多数擁

しています。

 各種研修 内容 受講者数（人）   実施時期�
�
新入社員研修 一般環境教育 76 2003年4月�

新任課長・主査研修 一般環境教育、専門教育 200 2003年5月～7月�

内部環境監査員研修 専門知識の習得、内部環境監査員の養成 12 2003年7月�

環境に関する研修の実施状況

 資格名称 資格取得者数（人）�
�

内部環境監査員 156�

環境マネジメントシステム審査員 2�

環境マネジメントシステム審査員補 2

ISO14001関連資格者

 資格名称 資格取得者数（人）�
�

危険物取扱者（甲・乙・丙種） 3,234�

公害防止管理者 24�

エネルギー管理士 144�

ファシリティーマネジャー 470�

建築物環境衛生管理技術者 687

環境関連資格者

社内コミュニケーションの推進
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環境保護推進室の社内ホームページ「環境ひろば」

では、環境保護推進活動に関わる基本理念・基本方針

やアクションプログラム、各種ガイドライン・マニュ

アルといった社内資料から、関連法規、環境保護に関

するトピックまで、環境マネジメントに関するさまざ

まな情報を全社員に提供しています。支店を含む全社

の活動状況も、このホームページ内で紹介していま

す。なお、本社の ISO14001に基づく活動記録は、

社内イントラネットの「本社環境ISO」内に保存して

います。

そのほか社内誌「Forward」にも、グループ全体の

環境保護・社会貢献に関わる取り組みを掲載していま

す。各担当者の報告による記事を主体としており、活

動における社員の一体感を醸成しています。また、環

境保護に関わる日常的な活動を社員に徹底するため、

省資源や省エネルギーに役立つ取り組みを紹介した親

しみやすいポスターをシリーズで作成し、全国のオ

フィスに掲示しています。

環境保護推進室の社内向けホームページ「環境ひろば」

社内向け啓発ポスター

社内誌「Forward」

2002年度までに本社と各支店がISO14001 の認

証取得を行い、2003年度はグループ会社であるNTT

ファシリティーズエンジニアリング東北が新たに認証

を取得しました。2004年度はNTTファシリティー

ズエンジニアリング中央が認証取得を目指して取り組

みを進めます。この1社の取得によって、全グループ

会社の認証取得が完了することになります。

各支店などの環境保護活動状況については、社内

ホームページ「環境ひろば」を活用して、全社員に向

けて紹介しています。また、内部環境監査員がほかの

支店、グループ会社の内部監査を行う「相互監査」を

実施し、環境に関わる施策の水平展開を促すととも

に、監査員自身のスキルの維持・向上を図っています。

この監査の結果は、アクションプログラムにおける目

標の見直しにも役立てています。

NTTファシリティーズの ISO14001認証取得状況

取得年月日�事業所名* 取得範囲� 審査機関�

（株）日本環境認証機構品質認証部�

ロイド・レジスター・クオリティ・アシュアランス・�
リミテッド�

（財）日本科学技術連盟ISO審査登録センター�

（財）日本規格協会�

（財）日本品質保証機構ISO審査本部�

（財）日本品質保証機構ISO審査本部�

（財）日本品質保証機構ISO審査本部�

（財）日本品質保証機構ISO審査本部�

（財）日本品質保証機構ISO審査本部�

（財）日本品質保証機構ISO審査本部�

（財）日本品質保証機構ISO審査本部�

グランパークタワー・G.H.Y.ビル・きよたビル�

建築事業部�

パワーソリューション事業部�

厚木FM（NTT厚木研究開発センタのサイト）�

NTT五橋第2ビル・早稲田13時ビル�

エムズ大通りビル9F�

熱田メディアウィング�

アーバンエース本町ビル�

NTTクレド白島ビル�

NTTデータ博多駅前ビル 

本社�

�

首都圏事業本部�

�

東北支店�

北海道支店・NTT-FE北海道�

東海支店・NTT-FE東海�

関西事業本部・NTT-FE関西�

中国支店・NTT-FE中国�

九州支店・NTT-FE九州�

NTT-FE東北�

�

2003年1月15日�

2000年9月29日�

2000年9月7日�

1999年12月22日�

2003年3月7日�

2001年3月16日�

2001年10月26日�

2000年12月28日�

2002年2月22日�

2003年3月28日�

2003年12月19日�

ISO14001の認証取得と環境監査

*NTT-FE ： NTTファシリティーズエンジニアリング 「本社環境 ISO」のトップページ
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ガイドラインの概要

建物は、建設による資源の消費、建物の使用にともなうエ

ネルギーの消費、解体にともなう廃棄物の排出などによっ

て、地球環境に対しさまざまな負荷を与えます。こうしたラ

イフサイクル全体にわたる環境への影響を低減するために

は、建物の計画・設計段階からさまざまな影響を予測し、適

切に対策を講じておくことが

必須といえます。NTTでは、

こうした取り組みを推進する

ため「建物グリーン設計ガイ

ドライン」を1997年11月

に制定し、当社をはじめとす

るNTT グループ全体に適用

範囲を拡大するなど、2000

年10月に改訂を加えました。

このガイドラインでは、建

物を設計する際のコンセプト

当社は、事業の主体である建物の設計・監理や、そ

のための研究開発、製品の調達にあたり一貫して環境

に配慮した活動を行うため、NTTグループの「建物グ

リーン設計ガイドライン」「グリーンR&D ガイドライ

ン」「グリーン調達ガイドライン」の3つのガイドラ

大量生産、大量消費、大量廃棄といったサイクルの定着

や有害物質の使用・廃棄によって引き起こされる環境問題

は、地域社会にとどまらず、地球規模の問題として一層顕

在化しつつあります。このような状況下で、企業は自らが

提供する商品・サービスに関し、企画・設計・生産・販売・

アフターサービス・廃棄に至るライフサイクル全体を通じ

た環境への影響を評価して、環境負荷を軽減することが求

められています。

NTTでは、NTTグループ各社の事業に伴う環境負荷の

低減を進めるとともに、研究開発を行う際にどのような観

点で環境に配慮すべきかとい

う指針を示した「グリーン

R&Dガイドライン」を2000

年3月に制定しました。

当社では、このガイドライ

ンに基づいて独自に「グリー

ンR&D運用規定」を2002

年10月に制定し、研究開発の

成果であるサービス・システ

ム・装置類などについて、ライ

建物グリーン設計ガイドラインの7つのコンセプト

グリーン調達ガイドライン

製造部門を持たない当社では、取り扱う製品すべてについ

て外部から購入することとなります。そのため調達の際に

は、1997年にNTTグループで制定した「グリーン調達ガ

イドライン」に基づき、品質・価格・納期と同様、環境への

配慮を最重要項目に位置付けるとともに、「環境への配慮が

行き届いた会社」の「環境影響に配慮した製品」を選定して

います。

また、サプライヤに対する個々の製品への具体的な要求事

項を取りまとめた「グリーン調達ガイドライン〈追補版〉」と

「グリーン調達〈評価基準〉」を作成し、製品に加えてそのサ

プライヤについても評価を進めています。

2005年ごろからは、原材

料から生産・流通使用・廃棄

（またはリサイクル）まで、ラ

イフサイクルを通じたエネル

ギー使用や環境に与える影響

を評価するLCA（ライフサイ

クルアセスメント）によって

製品の総合評価を行うなど、

グリーン調達をさらに積極的

に推進していきます。

グリーン調達ガイドライン（追補版）

サプライヤの�
企業体制の評価�

環境方針�
（サプライヤの環境方針作成）�
�
環境マネジメントシステム�
（サプライヤの環境マネジ�
メントシステム構築）�
�

材料（材料統一の促進、有害物質の使用抑制）�
省資源（再生材料の使用促進、バージン資源の使用削減、長寿命化）�
製品分解の容易性（再使用可能な部品、材料毎に分解可能な構造の促進）�
表示（材料名、廃棄処理に必要な情報の表示促進）�
省エネルギー（電力、燃料消費の抑制）�
梱包材（材料名表示、再使用可能な構造、バージン資源の使用削減）�
廃棄時の容易性（廃棄時の安全性への配慮）�
リサイクル・廃棄方法（リサイクル、廃棄方法の提案要請）�

製品の評価�
（製品アセスメント）�

●推奨プラスチック材料の選定�
●回避すべき加工方法の提示　�

含有禁止物質（34物質）�
含有抑制物質（27物質）�
管理物質（31物質及びPRTRに準拠）�

材料名の記号表示（JISに準拠した記号の表示促進）�

●法令などにもとづく性能（エネルギーの使用の�
　合理化に関する法律、国際エネルギー�
　スタープログラムに準拠）�
●抑制すべき性能�
（平均消費電力、発熱量、最大消費電力の抑制）�
�
�

有害物の使用抑制�

省エネルギー�

プラスチック材料の統一／選定�

プラスチック材料名の表示�

として①建物の長寿命化、②ハロン・フロンの使用抑制、③

有害物質の使用抑制・撤廃、④省資源および省エネルギー、

⑤廃棄物発生量の削減、⑥再使用・再生利用の促進、⑦地

域環境への対応――という7つの環境配慮項目を挙げてい

ます。

当社の事業に特化した具体的なプログラム

建物の設計・施工・監理を事業領域としている当社では、

NTTグループ版ガイドラインに基づいてグリーン設計のよ

り具体的な運用方法を解説した「建物グリーン設計マニュア

ル」と、環境負荷低減のための技術をまとめた「建物グリー

ン設計技術シート」といった設計支援ツールを作成し、ガイ

ドラインの７つのコンセプトに沿って環境への配慮を徹底し

ています。

また、建物に関する環境配慮項目を基本設計の段階で想定

し、実施設計の段階に移ってもそれらの項目が守られている

かどうかチェックを確実に行うため、「建物グリーン設計

チェックシート支援プログラム」を開発し、グリーン設計を

適用した建物の品質の確保に役立てています。

工事段階についても、環境負荷低減を考慮して「環境仕様

書」を制定し、設計から工事までを視野に入れ、一貫して環

境負荷低減が実現できるよう配慮しています。

さらに、グリー

ン設計が適用され

た建物を対象に、

適用の達成度を客

観的に評価する

「建物グリーン設計

評価手法」を開発

しました。

サプライヤの ISO14001認証取得状況

インに従うとともに、ガイドラインに基づいた独自の

マニュアルやチェックシートを事業内容に合わせて作

成し、事業のすみずみまで配慮が行き届くよう努めて

います。

グリーン調達の展開

建物の長寿命化�
（フレキシビリティ、メンテナビリティ、�
リニューアル、耐久性の重視）�

� ハロン・フロンの使用抑制�
（ハロン・特定フロン使用設備及び�
特定フロン使用材料の使用禁止）�

�

有害物質の使用抑制・撤廃�
（有害物質の使用抑制・撤廃と処分）�

省資源及び省エネルギー�
（建設時の省資源及び省エネルギー、�

運用時の省エネルギー、�
自然エネルギーの有効利用、�
エネルギー利用の高効率化）�

地域環境への対応�
（環境特性の把握、地域環境への�

環境負荷の削減）�

廃棄物発生量の削減�
（余剰材の削減、廃棄物の�

発生量の抑制）�

7Concepts
�

�

再使用・再生利用の促進�
（発生副産物の再使用・再生利用の拡大�
および再使用・再生利用材料の利用拡大）�

�

グリーン調達�
ガイドライン制定�

1997年～�

ガイドラインの�
項目の中から�

合理性のある項目�
によるMinimum Start

2000年～�

LCAによる総合評価�
（コスト＋環境影響）�

2005年ごろ～�

�

ステップ1�
【方向性提示】�

ステップ2�
【サプライヤ評価・製品評価】�

ステップ3�
【本格実施】�

サプライヤ評価�
評価基準となる取り組み�
○プラスチック材料統一の実施�
○有害物質の使用抑制と含有状況管理の実施�
○省資源・省エネルギーへの対応�
○プラスチック材料名の表示�
○分解の容易性の保持�
○梱包材への再生材料の使用�

製品の評価�
�評価基準となる取り組み�

○環境マネジメントシステム構築�
○法規制または自主的な規制の遵守�
○情報公開の実施�
○製品アセスメントの実施�
○グリーン調達の実施�
�

事業に関わる3つのガイドライン

建物グリーン設計ガイドライン

グリーンR&Dガイドライン

グリーン調達ガイドライン

フサイクル全体にわたる環境負荷低減、例えばリサイクル

が容易な材料や簡単に分解できる構造の採用、運用時の省

エネルギー化の工夫といった具体的な配慮事項を定めまし

た。また研究開発の行為そのものと手段に関しても、環境

保護の観点から配慮すべき項目を定め、研究開発活動に反

映させています。

なお、こうした研究開発の行為と手段、成果に関して客

観的な評価が加えられるよう、アセスメントシートを作成

して活用しています。

ISO14001認証取得済�
ISO14001認証取準備中�
取得率�
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（t-CO2）�

2002 20032000 2001 （年度）�
0・�
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1,000・�
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2,500・�

1,842 1,840 1,924

2,270

燃料消費に伴うCO2排出量の推移

2003年度のオフィスからの廃棄物排出量は、目

標300t を下回る280t に抑えることができまし

た。目標を越える削減を達成できた理由としては、

ISO14001の運用が進展し、種類ごとのリサイク

ルボックスの設置などによってさらに分別回収を徹

底できたことが挙げられます。リサイクル率につい

ても、2002年度より2.5ポイント向上し56%と

なりました。

2004年度も積極的に分別回収を促進し、最終処分

量の削減とリサイクル率の向上に努めていきます。
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廃棄物排出量とリサイクル率の推移

NTTファシリティーズエンジニアリング
東海で使用している電気自動車

「地球環境保護アクションプログラム」で設定した目標の達成を目指し、
年度ごとの進捗状況を踏まえながら取り組みを進めています。

環境保護推進活動の成果

事務用紙の節減
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事務用紙使用量の推移2003年度の事務用紙の使用量は、297tという目

標を越える削減が実現でき、226tとなりました。こ

れは、ISO14001の認証取得後、各支店で環境マネ

ジメントシステムの運用がさらに定着した結果だと考

えられます。また、取り組みの一環として、e-blue（→

P.15）を事業本部と支店の一部に導入しました。こ

れによって印刷済みプリンタ用紙を社内でリユースす

ることが可能となるため、紙資源の節減がさらに進展

するものと期待しています。

2004年度も、e-blueの導入、会議資料のペーパー

温暖化防止対策

 電気使用量の削減

オフィスにおける2003年度の電気使用量はCO2

排出量換算で2,424t-CO2となり、目標の2,180

t-CO2を上回る結果となりました。主な原因として

は、電気使用量を計測している8つのビルの人員が増

加したことと、各ビルの事務室のスペースが拡大した

ことが挙げられます。

2004年度には、これまで取り組んできた、照明電力

の節約（昼休み時間の消灯）、パソコンなどのOA機器
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電気使用量の推移

社員1人当たりの電気使用量の推移
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 自動車用燃料の削減

社用車の使用に伴う2003 年度のCO2 排出量は

2,270t-CO2となり、1,830t-CO2という目標を上回

る結果となりました。原因としては、燃料消費量の集計

方法の精度を上げたことに伴って2002年度までより

CO2排出量が大きく算出される結果となったことと、社

用車の台数が増加したことが挙げられます。

当社が独自に制定した「低公害車ガイドライン

（2001年度）」では、2010年度までに社用車を可

能な限り低公害車に変更することとしています。低公

廃棄物対策

NTTファシリティーズエンジニアリング
中央で新たに導入した天然ガス車
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の省電力（長時間使用しないパソコン・プリンタの電源

オフ）、OffNow-Ⅱ（→P.11）の導入などをさらに促進

し、一層の電気使用量の削減に努めます。また、社員の

異動の頻度が高く、計測対象としているビルの社員数の

変動が大きいため、今回の報告から1人当たりの電気使

用量の目標値の設定と実績値の算出を行い、年度間の実

績を比較しやすくすることとしました。

印字を消去できるトナー・e-blueの
導入を推進

e-blueによる書類は確実に分別収集
して印字を消去

（台）�

2002 20032000 2001 （年度）�
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200・�
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400・�

11
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低公害車の配備台数の推移

レス化、コピー済み用紙の裏面の活用、電子

データによる情報の共有化、情報伝達時のE

メールの利用などを促進するとともに、社員

一人ひとりの意識の向上を図り、一層の削減

に努めていきます。

害車の保有台数は2003年度末現在で320台（電気

自動車1台、天然ガス車17台、ハイブリッド車20

台、その他低燃費車282台）となっており、2004

年度末までの目標台数をすでに達成できたことから、

2005年度にガイドラインの見直しを実施する予定で

す。今後は、社用車の総台数の見直しと運行管理シス

テムの導入の徹底、さらには走行距離の実績を勘案し

ながら、特にハイブリッド車の導入を進めていくこと

とします。
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冊子やホームページ、メールマガジン、セミナーや

展示会などさまざまな媒体・手段を活用して、当社の

環境に関連した事業と活動について企業や一般の方々

に情報を提供するとともに、環境に対する意識の向上

と技術の普及を図っています。

 環境報告書の発行

当社は、環境報告書を発行し、環境保護に関わる考え

方と取り組みについて情報を開示しています。2000年

度版の発行以来5冊目となる本書からは、私たちの環境

関連事業や2002年度以降共同で活動を進めることに

なったグループ会社の取り組みに関する情報も充実させ

ていきます。なお、環境報告書のバックナンバーは、私

たちのホームページにも掲載しています。

［環境報告書ウェブ版］：
http://www.ntt-f.co.jp/env-prot/index.html

 広報誌の発行

「NTTファシリティーズジャーナル」は、IT、エネ

ルギー・電力、環境・建築という当社の事業領域全般

に関わる新技術や最新の施工事例などを紹介する技術

情報誌です。「環境・省エネルギーエンジニアリング」

「ファシリティ・リスクマネジメント」などをテーマと

して毎月発行しています。

また、社外向け広報誌「FUSION」を年2回発行し

ています。「Visible」「Invisible」をテーマに、イン

タビューやエッセイなどによって、表現やものづくり

に関わる人々や技術をさまざまな側面から紹介してい

ます。記事の背景や関連情報を満載したウェブ版も公

開しています。

メールマガジン「えふ・マガ」は、新しいサービス

のご案内やセミナー・イベント情報をお知らせする媒

体で、ホームページで申込みを受け付けています。

［FUSIONウェブ版］：
http://www.ntt-f.co.jp/fusion/index.html
［えふ・マガ申し込みページ］：
http://www.ntt-f.co.jp/fmag/s-index.html

 ホームページの公開

ホームページに「環境保護への取り組み」のコー

ナーを開設し、環境保護に対する基本理念や

ISO14001の取得状況、環境報告書のウェブ版など

を掲載しています。

　当社は社会の一員として、事業に関わる情報の開示・発信とともに、
地域との協働を通じて環境保護と持続可能な社会の形成に貢献しています。

社会とのコミュニケーション

広報活動

環境報告書

技術情報誌
「NTTファシリティーズジャーナル」

社外向け広報誌「FUSION」

「FUSION」（ウェブ版）

「環境保護への取り組み」
のページ

「製品・サービス」のページ

 展示会などへの参加

ENEX2004「第28回地球環境とエネルギーの調和展」：2004年2月12日～14日（東京都・東京ビッグサイト）

財団法人省エネルギーセンター主催のENEX2004

「第28回地球環境とエネルギーの調和展」は､「省エネ

ルギー・新エネルギー――明日のヒントは､ここにあ

る」をテーマに、省エネルギー・新エネルギーに関す

る技術の向上と普及促進のため、さまざまな情報提供

を行うことを目的として開催されました｡当社は、エ

ネルギーシステム総合診断サービス､電力貯蔵システ

ム､エコポールなどのパネルや模型を展示して､NTT

ファシリティーズの商品・サービスを紹介しました｡ ENEX2004の当社展示ブース

太陽光発電世界展示会：2003年5月14日～18日（大阪市・グランキューブ大阪）

第3回太陽光発電世界会議組織委員会と太陽光発電

協会の主催で開かれた世界的なイベント「ワールド

PVエポック・イン・大阪」のプログラムの1つ「太

陽光発電世界展示会」に、各種の太陽光発電システム

を出展しました。

この展示会では、太陽光発電システムに関する最新

技術と関連商品の最新モデル､太陽光発電普及策の現

状と将来展望といった、世界の最先端の情報と製品が

一堂に会しました。私たちは、太陽光と風力を合わせ

た小型ハイブリッド発電システム､太陽光用パワーコ

ンディショナー、リサイクル仕様シール鉛蓄電池な

ど、NTTファシリティーズが提供しているクリーン

エネルギー関連製品のラインナップを紹介しました｡

太陽光発電世界展示会の当社展示ブース

intelec '03 「第25回国際電子通信エネルギー会議」：2003年10月19日～23日（横浜市・パシフィコ横浜）

intelec '03は、情報流通社会を支える通信用エネ

ルギーとその関連技術の発展を目指した国際会議で、

社団法人電子情報通信学会と IEEE（米国電気電子技

術者協会）の主催で開かれました。私たちは、通信施

設のUPS（停電時のバックアップ用電源）と、通信

用電源の保守・管理システムのほか、通信施設用の風

力発電装置や太陽光・風力のハイブリッド電源システ

ムなどに関する研究成果を6件発表しました。また、

展示ブースではハイブリッド電源システムをはじめと

した各種の電源装置を紹介し、国内外の来場者の注目

を集めました。

intelec '03の当社展示ブース
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そのほか、各種製品・サービスや最新の研究開発の

成果を紹介するページでも、環境保護に関連する技術

の原理やシステムの仕組みについて解説しています。

［環境報告書への取り組みのページ］：

http://www.ntt-f.co.jp/env-prot/index.html

［製品・サービスのページ］：

http://www.ntt-f.co.jp/ps/index.html　

［研究開発のページ］：
http://www.ntt-f.co.jp/rd/index.html　
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社会への貢献

全国に展開するNTTファシリティーズグループは、

社員の環境保護に対する意識の向上を図りながら、地

域に密着した環境美化やリサイクルといった社会貢献

活動を展開しています。

事業のプラスとマイナスの側面を見据えてISO14001を推進

NTT-FE 中央
企画部
事業企画担当

竹内 宮子

リサイクル活動でオフィスの不要品を有効活用

NTT-FE北海道
企画部
総務担当

米沢 稔

NTTファシリティーズ
北海道支店
企画室
総務担当

大北 善広

カレンダーリサイクル市

カレンダーなどの仕分け作業
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自主的な清掃活動によって地域のイベント開催に貢献

NTT-FE東北
企画部
総務担当

原田 博一

北海道エリア

など）を取り上げ、環境保護・環境負荷逓減に努めて

います。法の遵守はもとより、環境に悪いものは減ら

して良いものは増やすというように、プラスとマイナ

ス両方の視点からNTTグループの一員として今後も

積極的に活動を続けていきたいと考えています。今後

も継続的に品質と環境に関する改善に

取り組み、お客様に「ベストソリュー

ション」をご提供していきます。

 また、私たちも建築に携わる者と

して、グリーン設計はもとより環境に

配慮した新しい技術（材料・工法など）

に対して常にアンテナを立て、設計に

活かしていきたいと考えています。

東北エリア

ファシリティーズ東北支店とFE東

北は、仙台ハーフマラソン大会環境

マラソンコースに沿って
NTT五橋ビルやJR仙台
駅前を清掃

NTTファシリティーズ
東北支店　
企画室
総務担当

猪本 正彦

NTT-FE東北
企画部　
総務担当

伊藤 伸一

首都圏エリア

2003年度は、社会貢献活動とし

て、NGOが主催する「カレンダーリ

F E 中央では、2 0 0 3 年 4 月に

ISO9001と ISO14001の認証取

サイクル市」に参加しました。この活動は、各企業が

取引先などからいただいて不要となったカレンダーや

手帳などを持ち寄り、必要とする個人の方々に本来の

価格の約10分の1という安価な値段で販売するとい

うものです。捨てられるカレンダーが有効活用される

ばかりでなく、その販売収益が自然環境保護活動に活

用されます。なお、仕分け作業などのボランティアと

して、ファシリティーズ北海道支店とFE北海道から

2名の社員が参加しました。

また、使用済み切手・書き損じハガキの回収をNTT

北海道支店の呼びかけに連動して実施しま

した。回収した切手などは、北海道社会福祉

協議会を通じて福祉団体に寄贈され、道内

の障害者の自立生活や海外の医療活動資金

として活用されます。今年も、社員の家庭や

職場に眠っている使用済み切手や書き損じ

ハガキなどを持ち寄ってもらうことで、若

干ではありますが、こうした活動に役立て

ていただくことができました。

得に向けた活動を開始しました。品質管理の国際規格

であるISO9001は、無事2004年4月30日に1

年あまりで取得できました。ISO14001についても

2004年5月の内部監査に続き、6月に予備審査、7

月上旬にFirst Stageの本審査をクリアし、Second

Stageの受審に向け着実に一歩一歩取り組みを進め

た結果、8月6日に認証を取得することができました。

 ISO14001の推進のための主な活動としては、事

務用紙の使用量とごみの排出量の削減とともに、省エ

ネルギー（TPR：トータルパワー改革）、地球にやさ

しい設計（グリーン設計）、エコ商品の販売（SAVE e

クリーンキャンペーンに参加しました。毎年3月、仙

台市では「仙台ハーフマラソン大会」が開催されます。

第14回目となった2004年は3月14日（日）に開

かれ、市民ランナーや国内外の招待選手を合わせて

600余名の選手が参加しました。また、県内外から多

くの観戦者が訪れました。

大会に先立ち、NTTグループ宮城によって、社員の

環境美化意識の向上と、選手と観戦者の皆様に美しい

環境の中で走り、応援していただくことを目的とした

クリーンキャンペーンが企画されました。私たちファ

シリティーズ東北支店とFE東北も趣旨に賛同し、社

会貢献活動の一環として参加しました。大会前日に行

われたクリーンキャンペーンには、仙台市内に事業所

があるNTT グループ各社から約250 名が集まり、

NTT五橋ビルやJR仙台駅前周辺のコース沿いの清掃

活動によって、タバコの吸殻・空き缶・ペットボトル

を中心とした大量のごみを回収しました。

今回のクリーンキャンペーンのほか、毎年、「仙台七

夕まつり」の期間前に仙台市内中心部で大規模な清掃

活動が行なわれます。ファシリティーズ東北支店と

FE東北の社員の環境美化、社会貢献活動に対する意

識は年々向上しており、今後もこのようなクリーン

キャンペーンに積極的に参加していきます。

また、FE東北は、2003年7月に地球環境保護と

地域環境の整備・創造によって社会に貢献することを

環境方針として定め、2003年12月19日付けで

ISO14001の認証を取得しました。

ISO勉強会
ISO14001登録証
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地球博の開催に向けた地域のクリーンアップに貢献

名古屋市から受けた「エコ事業
所認定書」

ISO14001の取得を拡大しながら業務に密着した環境保護活動を展開

2003年度にファシリティーズ関西事業本部とFE

関西が行った ISO14001 に関わる活動としては、

アーバンエース肥後橋ビルを基点として2002年度

に認証登録した3支店（兵庫・金沢・愛媛）のマネジ

メントシステムの維持・向上に加え、10支店など（大

阪事業部と京都・奈良・滋賀・和歌山・富山・福井・

香川・徳島・高知の各支店）の認証取得に向けた取り

組みの展開が挙げられます。

さらに、ISO14001の一層の改善と認証範囲の拡

大のため、2004年5月に拡大認証取得を目指す10

支店などの延べ309名を対象とした自覚研修、各事

務局の推進者研修に続き、6月上旬に認証継続の3支

店に対するコンサルティングを、6月中旬に内部環境

監査員研修（延べ2日間実施、13名参加）を、7月

上旬から下旬にかけて関西エリアの10部門・13支

店などを対象とした内部環境監査（延べ15日間で実

施）を行いました。なお、こうした研修はすべて内製

化しました。

今後、認証の拡大取得を行う10支店を対象として、

日本品質保証機構（JQA）による予備審査を9月に、

継続・拡大審査を11月に受審し、12月に認証が取

得できるよう取り組みを進めます。

また、環境保護活動の目的・目標を従来からの電気、

紙、ゴミの削減といった「環境に有害な負荷の削減」

のほか、本来の業務に密着した右のような取り組みに

も重点を置き、「環境に有益な活動の拡大」に努めまし

た。今後は、地域環境を向上させる活動の一環として、

NTTグループや地方自治体が主催する清掃活動など

の地域貢献活動に参画することを、全支店の年間目標

に掲げていく所存です。

NTTファシリティーズ
関西事業本部
災害・安全対策室

佐野 保行

NTT-ＦＥ関西
安全品質管理室

堀口 諭
熱田メディアウィングビル周辺を社員が清掃
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NTTファシリティーズ
東海支店
建築事業部

藤井 幸典

NTT-ＦＥ東海
総務経理部

桑名 義典

NTT-ＦＥ東海
サービス事業部

渡邊 治雄

NTT-ＦＥ東海
サービス事業部

岡部 孝行

東海エリア

ファシリティーズ東海支店とFE東海では、熱田メ

ディアウィングビルと津丸の内ビル、岐阜本荘ビル周

辺において、小規模ながら、ごみ拾いを主としたク

リーン活動を展開しています。

なかでも熱田メディアウィングビル周辺について

は、1996年のビル入居当初から毎日継続して実施し

ており、今年で9年目を迎えることになりました。活

動エリアには地下鉄西高蔵駅や沢上中学校周辺なども

含めており、愛知県が2005年3月の「愛・地球博」

の開催に向けて進めている地域のクリーンアップ運動

の一助にもなっています。

また昨年度末の2004年3月には、こうした自主

的な活動のほか、ISO14001の具体的な取り組みな

どを取りまとめて名古屋市に申請し、「エコ事業所」の

認定を受けることができました。

今後もかけがえのない地球の自然を守るため、微

力でありますが、東海支店およびFE東海の社員一人

ひとりが強い信念を持ちながら活動を継続していき

ます。

関西エリア

内部環境監査員研修

○長寿命化蓄電池の設置（使用期間の長期化に

よる有害廃棄物発生の抑制）

○高効率整流器の導入（電気使用量の減少によ

るCO2発生の削減）

○塩ビ材料の使用抑制（焼却処理時の大気汚染

やダイオキシン発生の防止、最終処分場の使

用可能期間の長期化）

○空調機の代替フロンへの転換（オゾン層破壊

の防止）

○グリーン購入の推進

○雨傘除水機の販売
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中国支店では、日本が「世界一」といえる自然エネ

ルギーに着目し、財団法人新エネルギー財団を通じた

国の補助と自治体の補助がある市町村を中心に、一般

家庭をもターゲットとして地球環境保護に役立つ太陽

光発電システムの販売を進めています。太陽光発電シ

ステムは決して安価なものではありませんが、お客様

は地球環境に対する優しさで導入なさっていて、発電

量がメーターに初めて表示される時の笑顔は、何物に

も代えがたいものです。

中国支店がこれまでに販売した太陽光発電システム

の発電容量を合計すると約80kWとなります。年間の

総発電電力量に換算すると88,000 kWhに上り、こ

の発電によって商用電源の使用が削減されたとすると、

約33tのCO2の排出が抑制できたと推定されます。

新たなシステムとしては、照明装置の消費電力を抑

え長時間の点灯が可能となった発光ダイオード外灯を

独自に開発しました。そのほかにも、新エネルギーを

利用したハイブリッド外灯、風力発電システム、燃料

電池などの導入・販売を進める一方、ISO14001の

取得（2002年2月）・運用を行って、企業活動と環

境保護の両立を図っています。

NTTファシリティーズ
営業部
法人営業担当

田村 忠寿

NTT-FE中国
ISO推進室

槙野 数行

新たに開発した発光ダイオード外灯

九州エリアにおける2003年度の環境クリーン作

戦への取り組みについては、2002年度には4県の

NTT各支店が主催する環境クリーン作戦に参加しま

したが、大分、長崎での環境クリーン作戦が天候など

によって中止となったため、熊本、宮崎の2県の環境

クリーン作戦にファシリティーズ九州支店、FE九州

の支店から各会場へ参加しました。本年度は2会場へ

の参加でしたが、NTTグループの一員として環境に

取り組む姿勢を各地域・自治体などへアピールできま

した。具体的な各会場の取り組みは次のとおりです。

●熊本支店

2003年11月29日（土）にNTT西日本熊本グルー

プの社員およびその家族の計約300名が参加して環

境クリーン作戦が行なわれました。当日は、ファシリ

ティーズ熊本グループの社員10名が参加し、熊本の

シンボルである熊本城から上通りアーケードとその周

辺のごみや空き缶などを回収し、公園も通りもきれい

な姿を取り戻しました。周辺住民をはじめ、熊本を訪

れる観光客の皆様にもNTTグループに好感を持ってい

ただける活動になったと自負しています。

新たなシステムを提案しながら新エネルギーの普及を推進

住宅用太陽光発電システムの
普及にも注力

九州各地の商店街や観光地の美化に貢献

NTTファシリティーズ
九州支店
企画室
総務経理担当

佐藤 満

NTT-FE九州
総務経理部
総務担当

中野 俊秋
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中国エリア

環境クリーン作戦

九州エリア

●宮崎支店

2003年11月、NTT西日本宮崎グループの社員

およびその家族の計約200名が参加して環境クリー

ン作戦が行われました。毎年2月から3月に読売巨人

軍がキャンプを行っている木花運動公園周辺が今回の

清掃場所でした。当日は、ファシリティーズ宮崎グ

ループから社員5名が参加しました。清掃活動として

は、公園内のごみや空き缶などを回収しました。清掃

後は再びきれいな公園に戻り、公園内でスポーツを楽

しむ人々からもグループが環境に取り組む姿勢を十分

にアピールすることができました。
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健康的で働きやすく、安心できるオフィス環境を社員に提供することも企
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電力市場は、2004年4月の契約電力500kW以

上の自由化によって、市場全体の約40％まで広がっ

ています。このような状況のもと、電力小売事業者で

あるエネットは、営業開始後約3年半となる2004年

9月現在で、関東・関西合わせて200ビルを超える

お客様に電力を供給するまでの規模となり、新規参入

事業者のなかではトップシェアを堅持しています。環

境にも十分配慮しており、東京ガス、大阪ガスを株主

とする強みを生かして、火力の中でも環境負荷の低い

クリーンな天然ガス発電を主体として供給電力を確保

しております。

地球温暖化防止対策の一環として、電力小売事業に

株式会社エネット――エネルギーと情報流通を融合した新しいサービスの提供

［社名］株式会社エネット
［代表取締役社長］森　勇
［設立］2000年7月7日
［資本金］63億円

対しては、電力会社や新規参入者に一定以上の新エネ

ルギー調達を義務付けるRPS制度が2003年度から

導入されました。その際、経済産業省は、事業者ごと

に2002年度の電源保有状況の実績を評価し、利用目

標率を設定しました。エネットに対しては、北海道電

力とともに電気事業者のトップランナーとしての数値

が設定されています。RPS制度導入初年度の2003

年度には、この数値をクリアしています。この点から

も、エネットの環境優位性をご理解いただけると思い

ます。今後とも、エネットはクリーンな天然ガス発電

を中心とする環境重視型のベストミックス電源ポート

フォリオの構築を目指して取り組んでいきます。

［出資者］
株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズ（40%）
東京ガス株式会社（30%）
大阪ガス株式会社（30%）

NTTジーピー・エコ株式会社――21世紀型循環社会を目指す環境総合コンサルタント会社

国内をはじめ、国際的にも地球温暖化・水資源枯渇と

いった環境問題がクローズアップされており、京都議定

書の批准や相次ぐ法規制の強化などにより企業等の環境

問題への対応が経営課題として重要視されるようになっ

てきました。

NTTジーピー・エコは、自治体・法人などの環境保全

対策ニーズに応える、ソリューションサービスの提供を

［社名］エヌ・ティ・ティ ジーピー・エコ株式会社

［代表取締役社長］辻　和勝

［設立］2003年4月1日

［資本金］1億円

［出資者］
東日本電信電話株式会社（51％）
株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズ（34％）
株式会社荏原製作所（10％）
西日本電信電話株式会社（5％）

目的とした環境総合コンサルティング会社です。環

境・エネルギー・情報通信の融合技術を駆使して21

世紀型循環社会の構築に貢献することを目的に、

2003年4月、NTT東日本、荏原製作所と当社との

共同出資で設立しました。なお、このNTTファシリ

ティーズグループ環境報告書の企画・制作・発行も担

当しました。

1.環境経営�
�◆環境マネジメントシステム�
ISO14001取得コンサルティング 環境経営ビジョン策定支援�
環境eラーニング（環境教育）の提供 環境報告書作成�
環境経営支援システムの提供 環境関連技術市場調査�
�

◆資源循環事業化支援�
（ゼロエミッションの推進）�
堆肥化システム�
メタン発酵システム�
�

◆GHG*削減コンサルティング�
エネルギービジョン策定支援�
環境対策プロダクツ�
エネルギー管理支援�
*GHG： 温室効果ガス�
�
�

4.環境保全・改善�
�

◆環境系商品企画提案�
土舗装等�
屋上緑化�
無農薬芝�
�

◆ITモニタリング環境測定�
IT技術とセンサー技術を組み合わせた環境モニタリング�
各種センサー：花粉、紫外線、エネルギー、大気、水質、土壌、NOx、SOx�
�

5.センシング�
�

2.資源循環�
�

3.気候変動�
�
�

NTTジーピー・エコの環境コンサルティングメニュー

エネット�
44.8�
�

新日本石油 1.7�
�

ダイヤモンドパワー�
24.0�
�

新日鐵 10.1�
�

GTF研究所 5.7�
�

イーレックス 5.5�
�

サミットエナジー 4.1�
�

丸紅 2.3�
�大王製紙 1.8�
�

事業者のRPS利用目標率イメージ 電力事業の新規参入者別シェア率
（2003年度実績）

（出典）経済産業省資源エネルギー庁

私たちは企業の財産は社員であるという考えに立ち、

社員を労働災害から未然に防止するためのさまざまな活

動や心と体のカウンセリングを実施しています。

定期的に各事業所へ専門の相談員を派遣し、社員の相談を受け

ながら、身近な問題を解決するとともに関連する情報の提供を行っ

ています。

ライフプラン相談

社員の心の悩みなどを解決するため、専門のカウンセラーによ

る窓口を開設しています。
メンタルヘルス相談

NTTグループでは、グループ外の皆さまと良好な

関係を築くのは当然のことながら、グループ内で働く

社員との関係も大切にしたいと考えています。そのた

め、各種の施設や休職制度の整備など、福利厚生の

充実を図っています。

福利厚生の内容

ヘルスケア

福利厚生

健康保険、厚生年金保険、雇用保険、労災保険 �

社員持株制度、財産形成貯蓄（一般、住宅、年金）、土地先行取得融資など�

年次有給休暇、各種特別休暇、年始年末休暇、ライフプラン休暇など �

育児休職、介護休職など �

社宅、独身寮、病院・健康管理センタ、各種レクリエーション施設、保養所（全国各地）など�

�

施　策� 内　容 �

�
保　険�

財産形成�

休　暇�

休職制度�

施　設�

�

東海支店で開催した健康セミナー中国支店で開催した健康セミナー
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環境会計

私たちは「NTT グループ環境会計ガイドライン

2004年度版」に基づき環境保全コストなどの集計を

行っています。企業の経済活動における資源・エネル

ギーの使用（インプット）、廃棄物の排出（アウトプッ

2003年度環境会計集計結果

集計対象範囲：NTTファシリティーズグループ

集計対象期間：2003年4月1日から2004年3月31日まで

●環境省の「環境会計ガイドライン2002年度版」に基づいて策定された

　「NTTグループ環境会計ガイドライン2004年度版」*を参考に集計し

　ました。

●環境保全コストは費用についてのみ集計しています。

　

環境会計における今後の取り組み

環境会計は、企業が環境負荷量を削減する取り

組みに関わる費用と環境負荷削減量とを結びつけ

て管理するものであり、社会の持続可能な発展に

どの程度貢献しているか、という情報を社会に提

供する重要な手段と考えています。

環境保全コスト

* NTTグループ全体の連結環境会計表作成にあたって、合算の基礎となる数値の算出根拠の考え方
を統一することを目的として策定されたガイドラインです。連結にともなって調整が必要となる項目の調整
方法についても設定されています。

ト）などにともなう地球環境の有限性への影響を考慮

し、経営と環境の効率化を図って社会全体の持続可能

な発展に貢献することを目的としています。

今後もコストや効果把握の算出方法について引

き続き検討を進めるとともに精度の向上を図り、

環境会計がNTTファシリティーズグループ経営

に有効活用される仕組みを構築していきます。
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(1) 事業エリア内コスト合計 2,036.1

公害防止コスト 0.0

地球環境保全コスト 412.5

資源循環コスト 1,623.6

(2) 上・下流コスト 45.0

(3) 管理活動コスト 5,126.0

(4) 研究開発コスト 0.0

(5) 社会活動コスト 5.8

(6) 環境損傷対応コスト 0.0

合計 7,212.9

環境省ガイドライン分類 環境保全コスト
（万円）

事務用紙削減

環境保全効果

経済効果
（万円）

53.0　　　 159.0

20.0　　　 233.1

リサイクル・リユースに伴う
廃棄物処理費用削減（8ビル）

項目 物量効果
（t）

合計　 392.1

人権に関する啓発

人権問題は職場の秩序や業務の遂行と密接に関係す

るだけでなく、企業の社会的評価に多大な影響を及ぼ

します。そうしたことから、経営者は労働契約上、職

場で労働者の人格権が侵害され職場環境が著しく悪化

するということがないよう最大限の努力を払う義務を

負っています。当社は、人権問題の発生を未然に防止

することが企業における重要な責務であるという認識

に立ち、人権問題に関わる対策のための組織づくりと

社員の啓発に努めています。

人権に関する研修の実施と委員会の開催

当社では、社員教育を通じて、社内の人権問題と、地

域の一員としての人権問題に関して社員の意識向上を

図っています。そうした観点から、社内研修会を開催

するとともに、各種の社外研修会への積極的な参加を

促しています。

こうした社員に対する啓発活動は、本社に設置した

人権啓発推進委員会によって推進されています。

項　目� 目　的�
�

対　象�

社外講演会への参加�
�
�

○人権啓発、採用担当者養成講座�

○第18回人権啓発研修会など�

�

�

社員�

○人権問題（セクシュアルハラスメントを含む）�

　に対する正しい知識の習得、確認�

�

○人権問題に対する講義�

○当社の取り組み内容の理解�

�

�

○セクシュアルハラスメントの防止�

�

新入社員研修�
�

新任課長等研修�
�

セクシュアルハラスメント研修�
�
�

人権問題研修�
� 全社員�

（グループ会社社員を含む）�

�

�

新入社員�

�

新任管理者�

�

委員会の開催状況

人権に関する主な研修

セクシュアルハラスメントの防止

当社は、男女雇用機会均等法 (1999年施行)第21

条を特に重視し、セクシュアルハラスメントの防止に

努めています。

性的な言動による相手方の対応次第で業務遂行上一

定の不利益を与えること、さらには職務上の地位・立

場を利用した「地位利用型」ともいえる要求によって

就業環境を害することなど、同法に関わる問題の発生

を防止するよう努めています。

集 計 方 法：

2003年4月�

2004年3月�

委員会�

�

目　的� 実施月�

�

人権啓発推進委員会�

�

2003年度の取り組み計画の策定など�

2003年度の取り組み状況報告など�

�
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活動のあゆみ

環境年表

1999年 10月 環境保護推進室発足

12月 平成11年度第1回地球環境保護推進委員会開催

厚木FM（NTT厚木研究開発センタのサイト）、ISO14001認証取得

2000年 3月 平成11年度第2回地球環境保護推進委員会開催

5月 環境保護〈基礎〉環境マネジメントシステムコース開催

6月 平成12年度第1回地球環境保護推進委員会開催

7月 NTTファシリティーズ環境レポート発行開始

事業推進本部総合サービス部・資材調達センター、ISO14001認証取得

9月 首都圏事業本部総合エンジニアリング部、ISO14001認証取得

首都圏事業本部都市・建築設計部、ISO14001認証取得

首都圏事業本部パワーソリューション事業部、ISO14001認証取得

首都圏事業本部建築事業部、ISO14001認証取得

12月 関西事業本部、ISO14001認証取得

2001年 3月 「環境ひろば」社内ホームページ開設

北海道支店、ISO14001認証取得

事業推進本部全体、ISO14001認証取得

4月 グリーンR&Dガイドライン更新

7月 環境ポスター作成

10月 東海支店、ISO14001認証取得

11月 環境監査〈応用〉コース開催

12月 平成13年度第2回地球環境保護推進委員会開催

2002年 1月 都市・建築設計本部、ISO14001認証取得

2月 中国支店（NTTクレド白島ビル）、ISO14001認証取得

5月 環境ポスター作成

7月 平成14年度第1回地球環境保護推進委員会開催

9月 グリーン購入ガイドライン制定

12月 環境監査〈応用〉コース開催

2003年 1月 本社、ISO14001認証取得

3月 東北支店、ISO14001認証取得

九州支店、ISO14001認証取得

12月 NTT-FE東北、ISO14001 認証取得

私たちの取り組み年月

編集後記

お問い合わせ先

株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズ

〒108-0023
東京都港区芝浦3-4-1 グランパークタワー28階

Tel: (03)5444-5187

Fax: (03)5444-5130

Eメール: kankyo@ntt-f.co.jp

URL: http://www.ntt-f.co.jp/env-prot/index.html

本報告書を最後までお読みくださいまして、大変ありがとうございま

した。

「事業を通じた環境保護への貢献」の章でもご紹介したように、私たち

は「総合エンジニアリング・サービス企業」として、循環型社会構築の

一端をお手伝いしております。今回は、既存のメニューにとどまらず、

さまざまなソリューションの融合によって設備の実用性と環境対応を両

立させた事例を多く取り上げました。多岐にわたる弊社の技術ととも

に、各事例を担当した技術者の設計思想にもご着目いただけると幸いに

存じます。

さらに、こうした事業自体の環境配慮を徹底すべく、2003年3月に

本社組織とすべての支店が、また2003年12月にNTTファシリティー

ズエンジニアリング東北がISO14001の認証取得を行うなど、グルー

プ各社において環境マネジメントシステムの構築を進めております。こ

のISO14001の仕組みを活用して環境保護推進アクションプログラム

の目標を実現することはもちろんですが、社員同士、あるいはお客様や

地域の方々と一体となって持続可能な発展を実現するため、社内の相互

監査や社会貢献活動にも力を注いでおります。

今回は、全国における社会貢献活動はもちろん、私たちが社会的責任

を全うするうえで重要となるコンプライアンスや人権に対する取り組み

についても、ご報告を開始しました。今後は、こうした面における取り

組みの充実にも努めてまいります。

こうした私たちの環境と社会に対する姿勢について、一層のご理解を

賜るとともに、ご意見やご助言を別添のアンケートでお寄せいただけれ

ば幸いです。

2004年9月

株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズ


